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70年代のラウル・プレビッシュ
「周辺資本主義批判」を中心に
植 松　　忠、　博
はしがき
　ラウル・プレビッシュ（Ratil　Prebisch）といえば，1950年代に発表され
た2：本の著名な論文「ラテンアメリカの経済発展とその主要問題」（1949），
および「低開発諸国の通商政策」（1959）に代表される，いわゆる「プレビッ
シュ＝シンガーテーゼ」の主唱者として，或はまた，1960年代の南北対話の舞
台であった，第1回（1964），第2回（1968）UNCTADの事務局長として，
その後の南北交渉の方向を示した2つの報告書「発展のための新しい貿易政策
を求めて」，「新しい開発戦略を求めて」を公表した国際的なオルガナイザー
として，世界的によく知られている。ラテンアメリカ経済委員会（ECLA，
CEPAL）に参加する以前の青年時代は別として，50年代，60年代のプレビ
ッシュの業績は，わが国においても，ほぼその全体像が把握されているとい
ってよい。
　それに対して，UNCTADの事務局長：職を辞して，チリのサンチアゴにあ
る「ラテンアメリカ経済社会計画研究所」に戻った（1969年）後の，いわば
“その後のプレビッシュ”については，これまでぽとんど紹介と検討がなさ
れてこなかった。そのため現在でも，依然として60年代までの「プレビッシ
ュ像」が生きている。しかし，実は，この時期のプレビッシュの思想的前進
には，注目すべきものがあった。70年代に入ったのち，世界経済が全体とし
て停滞している中にあって，確かにラテンアメリカの経済成長は，先進諸国
や他の途上地域のそれを凌ぐものがあった。しかし，そうした一見華やかな
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経済成長の裏には，相次ぐ軍事政権の成立がひきおこした民主主義と人権の
抑圧，および階層間の経済格差の拡大（とくに農村と都市スラムにおける低
所得者大衆の生活状況の悪化）が，影のように随伴して離れなかった。こう
した客観状況をいかに評価すべきか，という問題が投げかけられた。しかも
同時に，民族主義的な政治思潮と呼応して展開された「輸入代替工業化」タ
イプの開発戦略が60年代中葉以降はっきりと破綻の様相を呈するにつれて，
一：方で新古典派理論の復活があり，他方で従属理論の撞頭が起るというよう
に，左右の論敵に乱撃されて，かつて圧倒的に強い影響力を誇っていたECLA
も，次第にその思想的影響力を失いつつあった。そうした思想的，歴史的な
状況にあって，この一卜年間，プレビッシュは再び，ラテンアメリカ地域の経
済開発問題に真正面からとりくんできた。その結果，彼は，この地域の発展
の主要な阻害要因を，かつてのように中心部と周辺部との間の国際関係（と
くに周辺部の交易条件の悪化）に求めるのではなく，そこから一歩脱却して，
域内諸国の資本主義的発展それ自体がもつ固有の矛盾の中に発展の阻害要因
を求めるに至ったのである。
　これは，いわばプレビッシュにあって「対外的な制約」という視座から「内
なる矛盾」という視座への，視座の転換があったと解釈することができる。
同時に，この視座の転換によってプレビッシュは，ラテンアメリカという地
域の経済発展に関して，新古典派と従属学派の両方を批判し，開放経済と市
場機構万能主義の古典的、自由主義経済でもなく，デリンキングや社会主義革
命による隔離主義経済でもない，「ラテンアメリカ経済発展へのECLAの
道」を積極的に提示する道を切り拓いたのである。
　本稿は，1976年から80年にかけて，CEPAL　Reviewに連載された4本の
連続論文一それを総称して妊りに「周辺資本主義批判」と呼びたい一一を
使って，70年代のプレビッシュの思想がどのようなものであるのか，50年代
の「プレビッシュ理論」とどう異るのか，新古典派や従属理論をどのように
批判するのか，プレビッシュの思想そのものに問題はないのか，など一連の
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諸問題を検討しようとするものである。
　本稿を次のように4節にわけて，議論を進めよう。第1節は50年代，60年
代のプレビッシュ理論の要約にあて，それと対比して，70年代のラテンアメ
リカの歴史的発展の三大特徴一工業化，都市化，軍事政権一一の分折を第
II節にあてる。第1皿節は70年代のプレビッシュの思想的到達点を示す「周辺
資本主義批判」内容の検討であり，これが本稿の中心をなす。最後の第］V節
にお・いて，プレビッシュの思想に対する批判を検討し，筆者の結論もこの節
で示したい。
1　50年代，60年代のプレビッシュ理論
　プレビッシュが50年代から60年代にかけて，ECLA（CEPAL）とUNCTAD
を舞台に展開した開発理論と政策的勧告は，簡単に要約すれば次のようなも
　　　　　（1）のであった。
　1）彼はまず，国際経済が同質的な諸国家から構成されていると仮定する
通説に反対して，国際経済の構成要素を，中心部（center）と周辺部（periph－
ery）に分割ずる。中心部と周辺部の分割基準は，工業製品の輸出国か第1
次産品の輸出国かというものであり，国民所得の規模の大小を基準とする通
常の先進国，低開発国という分類とは異ることに注目する必要がある。
　2）然るに，第1次産品は工業製品に比較すると，「需要の所得弾性値」が
一般に低いという性質を有するため，各国の経済が成長し，所得水準が高く
なるにつれて，中心部に対する周辺部の交易条件は一般に悪化し，貿易収支
（1）この時代のプレビッシュの理論ほ，わが国においても，大原〔24〕，〔25〕，細野
　〔27〕，〔28〕西川〔32〕，羽鳥〔34〕らによって詳しく紹介，分析されている。とりわ
　け大原〔25〕，細野〔27〕は，プレビッシュに内在した体系的な思想史研究であり，本
　節もこれに負うところが大きい。なおプレビッシューシンガーテーゼの中心とも思わ
　れる部分を整理して，目論として論文末尾にまとめておいた。（1！9ページ以下）
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が逆調になるという不利益が避けられない。
　3）それ故，国際経済を構成している各国がそれぞれ自国の比較優位財に
特化し，相互に自由貿易を推し進めれば，価格機構の作用によって各国の貿
易収支は均衡し，かつ各国の経済的厚生は極大になるという通説の命題は，
修正を受けなければならない。
　4）周辺部の発展に対する障害は，第1次産品の輸出国であるということ
によるのだから，逆にいえば，周辺部の発展のための第1の必要条件は，周
辺部が中心部と同じ水準にまで工業化率を引き上げることである。工業化の
初期の段階においては，国内企業を保護するために，輸入代替工業化が必要
であろう。
　同時に，工業化による経済成長を妨げる国内の諸障害一国内貯蓄率の低
水準，浪費的な消費性向，不平等な所得分配と低生産「生の素因をなす現行の
土地所有制度など一を除去しなければならない。：れが第2の必要条件で
ある。
　以上が，1950年代の2っの論文に表わされた，プレビッシュ理論の，いわ
ば「原基形態」である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　概括的にいえば，当時の通説は，国際経済の語構成国をほぼ同質なものと
みなし，比較優位原理にもとつく各国間の国際分業が，価格メカニズムを媒
介として，各財の需給の均衡と，各国の経済厚生の極大化を導くと考えてい
た。それ故，この説によれば，低開発の原因は，国際経済の機構にあるので
はなく，その地域における“前近代的な障害”にあり，従って，かかる障害
を除去すれば，現在の低開発地域も，いずれ現在の先進国と同じ発展の軌跡
を辿って，先進国の水準に到達できると想定される。このため，低開発の原
因たる障害を，貯蓄の不足，資本の不足，インフラストラクチャーの未整備，
教育と良質の労働力の不足などに求め，それらの障害を克服するためのさま
ざまな「開発モデル」が開発されたことは，周知のとおりである。
　これに対して，プレビッシュの貢献は，工業製品と第1次産品という輸出
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財の異質性に着目して，諸国家を中心部と周辺部に大別し，両者のアンバラ
ンスな発展の根拠を明示的に表現したことにある。国際経済は：予定調和的な
均衡体系ではなく，非対称的に中心部が周辺部の利益を寡言していく抗争の
場であり，かかる状況を克服するためには，周辺部は自国の実情を反映した
理論と政策をもたなければならない。プレビッシュにあって，その理論的中
核は周辺部の交易条件の（歴史的）悪化と貿易収支の逆調であり，政策的帰
結が輸入代替工業化であったことは，先にみたとお・りである。
　しかし，50年代の開発途上諸国の輸入代替工業化政策が，現実にそれぞれ
一様に限界につき当ったように，輸入代替工業化政策は，一国的な規摸で実
施されて．いる場合には，遠からず国内市場の狭隆性という壁にぶつかってし
まう。ここにプレビッシュ理論の問題点があった。
　これに対してプレビッシュは，60年代のはじめに，2つの打開策を提案し
た。
　5）第1は，ラテンアメリカ地域にお』ける共同市場の形成である。共同市
場は一国経済と世界経済の間にクッシ当ンを設定し，加盟国の輸出品に対し
て広い市場を提供すると同時に各国の輸入代替政策の進展に寄与するであろ
うと期待された。
　6）第2は，UNCTADの場で展開された，先進諸国への譲歩の要求一
兵1次産品の国際商品協定，途上国輸出品への一般特恵（GSP），　GNP　1％
援助など一である。これが，UNCTADにおける「プレビッシュ報告」の
　　　　　　　　　　　　　　　（2）主旨であったことは記憶に新しい。
（2）厳密にいえば，UNCTADにおける「プレビッシュ報告」は，当時の南側の諸要
　求を体系化したものであって，必ずしもプレビッシュ自身の理論と政策勧告の延長線
　．しにあるわけではない。この点，誤解をすべきではない。ただし，プレビッシュ報
　告は，国際秩序の改革を求める南側の主張を網羅的に代弁する形になっており，南側
　内部の国内改革の必要性に対する指摘が弱いことなどからみて，プレビッシュのそれ
　までの理論構造と矛盾しないものであったことを，指摘しておきたい。
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　ここから明らかなとおり，プレビッシュは，当初の輸入代替政策のいきづ
まりを打開する方策を，1）東南アジア諸国（とくに韓国と台湾）が60年代
中葉に断行した，輸入代替から輸出志向型工業化への政策転換や，2）キュ
ーバのような社会主義国家の建設や，3）その他いくつかの国がおこなった
国内諸制約要因の克服，などに求めるのではなく，主として国際経済秩序の
改革および共同市場の創設といった対外関係の再編の中に求めたのである。
　共同筆下の構想は，ラテンアメリカ自由貿易連合（LAFTA，1961），中米
共同市場（CACM，1961），アンデス共同市場（ANCOM，1969）などに結実
した。これらの共同市場は，（1）域内の先進国とその他の諸国との間の経済格
差を解消できなかったことや，（2）政治的な理由からチリがANCOMを脱退す
る（1976）などさまざまな障害に遭遇しながらも，表1にみられるとおり，
ここ20年間，比較的順調に域内の経済協力を実現してきている。同表の第2
行目が示すとおり，世界全体の輸出に占めるラテンアメリカのシェアは，こ
の間一貫して低下しつつあったのであり，それと対比すれば，域内協力の重
　　　　　　　　　　（3）要1生は想像に難くない。
　一方のUNCTADは，周知のとおり，現在まで第5回（1979）の総会を終え，
途中NIEO．の樹立宣言をはさみながら，南北交渉の最大の舞台になってきた。
たしかにUNCTAD自体によって，どこまで南側諸国の要求が実現されてき
たのかという点に関しては疑問がないわけではない。しかし，UNCTADが，ラ
テンアメリカをはじめ南側諸国の要求を調整・統一し，実現を迫る場を提供
してきたことは否定できない。
　60年代までのプレビッシュの理論を，国内政策の欠如した，対外政策のみ
の理論と規定することは，明らかに誤謬がある。プレビッシュは周辺部の中
にのみ低開発の原因を求める当時の通説を批判するために，中心部と周辺部
（3）ラテンアメリカの共同市場については，細野〔49〕，西向〔50〕などを参照せよ。
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表1　ラテン・アメリカの仕向け地引輸出の進展1960～1977
（o／o）
19601965’1970 1974197519761g77b
　　　　　　　　世界輸出に占めるラテン・アメリカの輸出割合
ラテン・アメリカa　6．2　6．3　4．9　4．7　4．2
　　　　　　　　輸出全体に占めるラテン・アメリカ域内輸出
ラテン・アメリカa　8．010。312．614。716．4
アルゼンチン　15．816．720．824．225．8
ブ　　　　ラ　　　　ジ　　　　ル　　　　　7．0　　12．7　　11．3　　12．3　　14．4
メキシコ2．96．08．812．913．0中米共同市場　8．218．028．029．428。2
その他のラテン・アメリカ。　　6．2　10．5　14．6　18．7　20．7
アンデス・グループd　7．6　7．6　8．4　11．7　14．0
アンデス・グループおよびチリ　　　7．6　　7，7　　9，2　12．4　15．1
4．2　4．5
16．2　16．7
26．9　25．4
12．7　12．8
14．0　13．8
24．5　21．8
19．2　20．5
13．3　13．9
　16．1
a：18ヵ国を含む；LAFTA，11ヵ国，中米共同市場5ヵ国，パナマおよびドミニカ共和
　国。
b：暫定数字。
c：9ヵ国を含む；アンデス’■グループ4ヵ国（ベネズエラを除く），パラグァイ，ウルグ
　アイ，パナマおよびドミニカ共和国。
d：5ヵ国を含む；ボリビア，コロンビア，エクアドル，ペルーおよびベネズエラ。
出所：Estαdistica8　de　comercio　exterior，　IMF，　pirecti．on　o／Trαde．
　ただしごこでは，国連ラテンアメリカ経済委員会〔37〕，邦訳310ページによった。
の発展のアンバランスを強調したのであって，周辺部内部の諸問題に盲目で
あったわけではない。実際彼は，母国アルゼンチンをはじめ域内各国の国内
政策を提言しており，1963年には域内の開発政策に重点をおいた「ラテンァ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）メリカの経済発展の動態化を求めて」という報告書を提出している。
　しかし，国際経済の構造的な矛盾を指摘した彼の問題提起に対して，先進
（4）1970年までのプレビッシュの業績は，Di　Marco　ed．，　In　te　rnαtionαl　Economics
’　and　Development〔36〕の末尾の著作目録に収録されている。これによって，プレビ・
　　ッシュが如何に各国の経済問題に深い関心を払っていたかが明らかになる。
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諸国の側から冷淡な批判が浴せられるにつれて，プレビッシュは，自己の関
心を一層国際関係の分析に集中することになったのであり，そのことがまた，
彼に対して国際経済論の専門家，途⊥国側の代表選手という印象を与え，終
には彼をUNCTADの事務局長に選出する背景になったのであろう。
　しかし，2回にわたるUNCTAD総会を終えて事務局長職を退き，チリの
サンチアゴに戻った時，彼が目撃したものは，恐らくラテンアメリカの予想
外の「発展なき経済成長」という現実であった。こうした現実に対してなさ
れた彼の批判的な超克の試みが，本稿の主題である「周辺資本主義批判」で
あったと推測される。そこで次に，60年代から70年代にかけて，この地域に
如何なる「発展なき経済成長」が起っていたのかを，しばらくふりかえって
みよう。
1　70年代のラテンアメリカ
　60年代から70年代にかけて，ラテンアメリカの変貌には著しいものがあっ
た。そうした変貌を，さまざまの観点から捉えることができるが，ここでは
次の3点，つまり（1）工業化の進展と農工ギャップの拡大，（2）都市化の進展，
（3）軍事政権の拡大，に限って，それを整理してみよう。
　最初に，世銀の資料（表2）によって，この間の各地域の経済成長率を比
較しよう。ラテンアメリカの1人当り所得の年平均成長率は，60年代に2．7％，
　　　　　　　　　　70年代に3．4％であって，途上国諸国の中にあって，東アジア，石油輸出国諸
国に次いで高い。しかも，70年代の成長率は60年代のそれより加速されてい
る。つまり，この20年間この地域が，経済成長に関して比較的高水準で順調
に推移してきたことがわかる。
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表2　地域別1人当りGNPおよびその成長率
人口，1980ユ人当りGNP1人当りGNP，年平均成長率｛％）
（100万人） （1980年ドル） 1960－70 1970－80
1．低所得石油輸入国 1，166 220 1．8 0．8
アフリカ（サハラ以南） 175 260 1．7 一〇．4
アジア 991 210 1．8 1．1
2，中所得石油輸入国 735 1，710 3．9 3ユ
東アジア，大洋洲 183
??，
4．9 5．7
ラテンアメリカ，カリブ海海域 249 1，820 2．7 3．4
北アフリカ，中東 34 850 2．4 2．7
アフリカ（サハラ以南） 87 520 1．7 0．4
南ヨーロッパ 152 3，070 5．7 2．9
3，石油輸入国（1＋2） 1，901 790 3．4 2．7
4．石油輸出国 482 1，060 3．8 2．7
5．開発途上国全体（3＋4） 2，383 850 3．5 2．7
6．工業国 674 10，660 4．1 2．5
7，非市場経済工業国 356 3，720 一 3．9
雲
?
1
世銀『世界開発報告』，1981，3ページ
工業化の進展
　経済成長の高水準は，まず工業部門によって推進された。これがここでの
第1の主題である。表3は産業構造の変化と各産業の成長率を概観したもの
であるが，この20年間に第1次産業が…衰退し，第2次・第3次産業が拡大し
てきたことを示している。第2次産業の中では，製造業と並んで公益事業が
伸びている。これは都市化の進展にともなう需要の拡大を反映するものであ
る。第3次産業の中では，政府部門の伸びも見逃せない。総じて，表3はこ
の地域が工業化のより高い段階に進んでいることを示している。
　もちろん，ラテンアメリカにおけるこうした工業化は矛盾なく進展してい
るわけではない。イグレシアス（現ECLA事務局長）は，最近の報告書の中
で，工業化にともなう3つのアンバランスを指摘している。その第1は各国
間のアンバランスであり，経済規摸の大きな国（特にブラジル，メキシコ）
の成長率が他の中小規摸国のそれより高く，従って両者の経済力格差が拡大
一81　一
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表3　ラテンアメリカの産業構造と各産業成長率 （単位　％）
産　業　構　造 平　均　成　長　率
60～64平均70～74平均　　61～656 －70　1　71一一74　1　75－78
第1次産業　　　　　　　19．8
　農業　　　　　　　　15．7
　鉱業　　　　　　　　4．1
第2次産業　　　　　　　35．6
　製造業　　　　　　　23．3
　建設業　　　　　　　5，4
　電気・ガス・水道　　1．4
　運輸・通信　　　　　5．5
15．4
12，1
3，2　．
39．4
26．6
5．1
1．9
5．8
4．5
4．3
5．3
5．6
6．4
1．5
10．0
5．3
2．7
2．4
3．6
7．3
7．3
7，8
9，8
6．4
3．6
3．9
2．5
8．5
8．5
8．3
10，2
8，1
　2，2
　3，1
－1．2
4．9
　3．8
7．0
8，5
　6，2
第3次産業 44．6 45．2 「　　5．5 6．0 7．7 4．4
商業 19．7 20．0 5．2 6．2 7．1 3．2
金融サービス 9β 9．6 6．2 6．0 ＼　8．4 5．2
その他サービス 9．4 8．8 4．7 5．1 6．6 5．1
政府 6．2 6．8 6．5 6．5 9．7 5．9
GDP 100．0 100．0 5．3 5．9 7．4 4．3
出典　IDB，　Economicαnd　Sociαl　Progress　in　Lαtin　Americα，1979，　p．11．　Table　l－4
したこと，第2は製造業内部において，中間財・資本財部門の発展のおくれ
が，この地域の工業化のボトルネックになっているという業種間のアンバラ
ンス，第3は，工業化による所得の上昇が一部の上層・中間層に限定されて
いるという所得分配上のアンバランスであ謂
　ひとくちにラテンアメリカの工業化といっても，実はその中に相当大きな
格差があることが表4からわかる。この地域の工業生産（製造業付加価値額
表示）のうち，ブラジル，メキシコ，アルゼンチンの3ヵ国だけで70％以上
を占め，バルバドス，ボリビアなど14ヵ国は，全体の1％の水準にも達して
いない。各国のGDPに占める工業比率もブラジルの35％からバルバドスの
10％まで大きな差がある。しかしいずれにしても工業が，この20年間，ラテ
（5）国連ラテンアメリカ経済委員会著，細野昭雄訳「ラテン・アメリカの経済社会発展
　と国際経済関係」〔37〕，105・一一・106ページ。
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表4　ラテンアメリカにおける製造業（付加価値） （単位　％）
各国の製．造業付加価値の成長率
地域全体に占める各国の付加価値の構成比 各国のGDPに占める
ｻ造業付加価値の比率
1961－651966－70197ユー751976－791960　　　1979 1960　　　1979
アルゼンチン 6．7　　　　　5．1　　　　　5．0　　　　　0．2 25．1　　　16．4 31．1　　　35．2
バハマ n。a．　　　n．　a．　　　n．　a．　　n．　a． n。a．　　　　　n．a． n．a．　　　　　　n．　a．
バルバドス 8．5　　　　8．4　　　　6．3　　　　3．4 0．1　　　　0．1 7．5　　　10．8
ボリビア 5．8　　　　7．0　　　　6．8　　　　5．6 0．4．　　　0．4 12．7　　　16．0
ブラジル 4．2　　　　10．2　　　11．8　　　　6．829．9　　　39．1 24．9　　　28，8
チリ 7．4　　　　　3．6　　　－3．7　　　　8．9 6．0　　　　3．3 21．9　　　20．6
　　　“Rロンビア 5．5　　　　　6．3　　　　　6．6　　　　6．3 3．6　　　　3．3 17．4　　　19．3
コスタリカ 8．3　　　　9．6　　　　8．9　　　　7．3 0．4　　　　0．5 0．6　　　22．2
ドミニカ共和国 0．5　　　　17．0　　　　　9．3　　　　2．9 0．7　　　　0．7 14．9　，18．2
エクアドル 6．0　　　　　7．6　　　　　8．7　　　10．2 0．7　　　　0．9 15．6　　　20．2
．P　　7
エルサルバドル 10．7　　　　　5．7　　　　　5．7　　　　2．6 0．5　　　　0．5 14．5　　　18．0
“　　　　　　　　　　一Nァァマラ 7．1　　　　　8．2　　　　　4．8　　　　8．4 O．9　　　　1．O 12．9　　　16．3
ガイアナ 3．0　　　　2．3　　　　8．2　　　　1．4 0．1　　　　0．1 13，3　　　16．7
ハイチ 1．3　　　　　0．3　　　　　4．8　　　　8．7 0．2　　　　0．1 10，1　　　1L8
ホンデュラス 6．2　　　　7．9　　　　2．9　　　10，4 0．3　　　　0．3 ユ2．0　　　16．4
ジャマイカ 7．8　　　　　4．3　　　　　4．9　　－5．4 0．8　　　　0．4 16．4　　　16．4
メキシコ 9．2　　　　　8．8　　　　　6．2　　　　7．5 17．8　　　22．2 22．6　　　30．3
ニカラグア 14．3　　　　8．1　　　　6，0　　－5．6 0，4　　　　0．3 15，6　　　24．1
パナマ 12．6　　　　9．4　　　　2．7　　－1．6 0．4　　　　0．3 玉3．1　　　13，0
パラグアイ 2．9　　　　5．6　　　　5．4　　　　9．4 0．3　　　　0．3 16．2　　　14．7
ペルー 7．1　　　　4．7　　　　5．7　　　　Q．4 4．3　　　　3．8 2G．0　　　25．2
トリニダド・トバゴ 0．2　　　　　5．5　　　　　1．1　　　　5．、7 0．7　　　　0．4 25．5　　　19．6
ウルグア／ 0，7　　　　　2．5　　　　　1．6　　　　　6．6 2．3　　　　1ユ 23．1　　　25．9
ベネズエラ 9．9　　　　　5．3　　　　　5．3　　　　5．8 4β　　　　4。8 ユ4．2　　　16．7
ラテンアメリカ 6．4　　　　　7．3　　　　　7．1　　　　5，3 100．0　　100．022．8　　　26．8
出所　IDB，　Ibid．，　pp．20－21，　Table　1－10，1－11．
ンアメリカ経済成長の牽引車であったことは間違いない。
　これに対して農業はどうか。表5によって，最近の農業事情をみてみよう。
労働力人口に占める農業就業者の比率（F欄）は，アルゼンチンとウルグア
イを除いて20％を越し，50％を上まわる国も多い。にも拘らず，依然として
栄養不良人口の比率（B欄）が高い国が散見される。特にボリビア，ホンデ
ュラス，ハイチなど，農業入口比率の高い国にお』いて栄養不良人口の比率が
高いことは注目すべきである。この原因の一端は，もちろん農業生産の内容
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表5　ラテンアメリカの農業と食糧
A．必要カロリ B．栄養不良人 D，輪出総額に E．主要食趨輸入依存度 F．労働力人口
一に対する平均 口比率 C．主要輸出農畜産物 対するCの割合 昌．小麦　　　b．粗粒穀物 に占める農業就
比率　　　（％） （％） （％〉 （％）　　　　〔％） 業者の比率（％）
アルゼンチン 127 2 ①肉②トウモロコシ③嘱目 30．9 一141，8　　　－162．4 13
ボリビア 89 45 一 83．3　　　　　0．0 50
ブラジル 】06 】3 ①コーヒー②大豆，同製品 23．’6 40
チリ 108 15 一 46．5　　　　　34．3 20
コロンビア 97 28 コーヒー 67．4 93．9　　　　　互7，7 27
コスタリカ 111 　 ①コーヒー②バナナ 44．o ioO．0　　　　　48．8 30
ドミニカ共和国 93 33 砂糖 32．0 100．0　　　　　69、0 q50
エクアドル 92 30 バナナ 8．3 93，0　　　　　12，3 52
エルサルバドル 91 ㎜ ①コーヒー②綿花 62．8 1DO．0　　　　－2．7 51
グァテマラ 99 38 ①コーヒー②綿花 40．3 65．2　　　　　9．3 56
ガイアナ ユ01 一 砂糖 30．5 〕⑪0．0　　　　　50，0 一
ハイチ 90 38 コーヒー 35．5 100，D　　　　　1．2 71
ホンデーラス 92 38 ①バナナ②コーヒー 52．7 100．0　　　　　13．7 63
　　　，ジヤマイカ
メキシコ
ニカラグア
パナマ
パラグアイ
ペルー
ウルグアイ
ベネズエラ
キューバ
119
1］4
109
102
120
97
116
100
114
一　　砂糖
8　　コーヒー
18　　コーヒー
一　　①バナナ②砂糖
8　①綿花②大豆
23　　コーヒー
一　　①羊毛②肉
7　　一
一　　砂糖
4．7　　　　　　工00．G
2，9　　　　　3D．6　　　り36．8　　　　　　　100．0
34，3　　　　　　　　100，0
47．8　　　　　　　　6B．0
7．3　　　　　89．7
37．2　　　　　　　　25．O
－　　　　　　99．9
83．4　　　　　　　100．O
Sl．3
30，Z
7，1
24．8
0．o
16．3
－5．7
56．1
95，7
?????
注1）A欄は／人1日必要カロリー量に対する平均摂取比率（％）を示す。1975～77年平均。原出
　　典はFAO，　The　State　of　Food　and　Agriculture　l979，付表13．
　2）B欄の栄養不良の基準は，最少の肉体的活動に必要なカロリーの摂取量を摂取できない入口
　　の，その国の全人口に対する比率（％）。原出典はFAO，　The　f。urth　world　food　survey
　　ユ977，付表M。空欄の国は記載なし。
　3）C，D欄の原出典はIMF，　International　Financial　Survey，　Sept．1981，より1980年の資
　　料。キューバのみは同国政府統計の1979年のデータ。
　4）E欄の粗粒穀物はトウモロコシ，大麦，ソルガム，オート麦，ライ麦，ミレット，ミックス
　　トグレインの合計。輸入依存度＝（総輸入量一総輸出量）／（国内生産量十総輸入量一総輸出量）
　　（％表示）。原出典はUSDA，　Foreign　Agriculture　Circular，　Jan，28198ユ
　5）F欄は1979年の数字。原出典は世銀「世界開発報告1981』，付表19．
　6）ただしここでは，A～E欄の資料はすべて，内多允「中南米における穀物の対外依存」，月
　　刊『海外市場』81年11月号を引用した。
の構成にある。表のC，D，　E欄が示すように，この地域の農産物の主要な
輸出品目はコーヒー，砂糖，バナナなどの商品作物であって，しかもこれら
の品目の輸出がその国の輸出総額に占める割合（D欄）は一般にかなり高い。
然るに他方で，小麦や粗粒穀物の輸入依存度もやはり相当高く，小麦に関し
ては実に10ヵ国が100％輸入に頼っている。このことは，結局，この地域の農
業の実態が，1，2の商品作物を重点的に輸出し，逆に基礎食糧作物を輸入
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に頼らなければならないという，歪んだ構造になっていることを明白に表現
している。先にみた，農業国でありながら栄養不良人口の比率の高い国があ
るというのは，こうした農業構造がもたらしたひとつの帰結にほかならない。
2　都市化の進行
　然るにこうした工業化の進展は，高い人口増加率と相埃って，「異常な」ほ
どの都市化現象をひきおこしてきた。これが第2の問題である。表6は発展
途上地域の都市化の進展を推計したものであるが，ラテンアメリカは，東ア
ジア・大洋州やアフリカとともに都市人口の成長率が大きく，今世紀末には
5割を越す人口が（2万人以上の）都市に居住すると予測されている。同様
に表7は，各国別の都市化の比率であるが，ここでは既に1980年段階で6割
以上の入口の都市居住がみられる国がある（アルゼンチン，チリ，メキシコ，
ベネズエラ）。表には掲げていないが，1970年に10万人以上の都市に居住する
人口の比率は，ラテンアメリカ以外の地域では，中国14％，インド11％，イ
ンドネシア11％，パキスタン15％，フィリピン17％であった。表7の刻当山
は，中米を除いて，すべて30％以上である。ここからもこの地域の都市化の
進展が窺える。
　ラテンアメリカの都市化は，実は，一般の予想とは反対に，大都市集中型
の都市化ではない。IDBの調査によると，1960年から80年までの20年間に，
都市入口に占める大都市・中都市・小都市間の入口構成比はほとんど変化し
ていない。このことは，この地域の都市化が経済発展の初期段階の社会にし
ばしばみられる，ひとつの大都市（とくに首都）に人口が集中するタイプの
都市化の状況を終了し，すでに都市化の成熟段階に達しつつあることを示し
　　　（6）
ている。
（6）　IDB，　Economic　and　Social　Progress　in　Latin　America，　1979，　p．　133．
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表6　途上地域の都市人口推移（実績と推計）
1920 1940　　　　［ 1960 1980（推計） 2000（推計）
東アジアと〔1）（百万人） 131．5 182β 268．7 450．3 730．6
大　洋　洲（2）（百万人） 「　5．7 15．3 41．3 104．6 232．7
（3）　（％） 4．3 8．4 15．4 23．2 31．9
｛4）　（％） L6 1．9 2．6 2．4
（5）　（％） 5．1 5．1 4．8 4．1
南アジアα）（百万人） 333．1 422．2 579．9 　　トX41．7 1，381．2
（2）（百万入） 18．2 34．6 76．6 168．9 343．9
（3）　（％） 5．5 8．2 13．2 17．9 24．9
（4）　（％） 1．2 1．6 2．5 1．9
（5）　（％） 3．3 4．0 4．0 3．G
南欧，中東（1）（百万人）
　　　　　②（百万人）
　　　　　C3）　（o／．）
　　　　　（4）　（O／e）
　　　　　（5）　（O／．）
111．5
24．5
22．0
140．0
36．2
25．9
　1．1
　2．0
176．6
59．4
33．6
　1．1
　2．5
234．8
91．1
38．8
　1．4
　2，2
???????
アフリカ（1｝（百万人〉
　　　　　②（百万人）
　　　　　（3）　（％）
　　　　　（4）　（O／．）
　　　　　（5）　（％）
135．1
　5．7
　4．2
179．8
11．2
　6．2
1．2
　3．4
255．4
　30．8
1－2，」
　1．4
　5，2
419，3
76．7
18．3
　2，5
　4．7
716．9
189．5
26，4
　2．7
　4．6
ラテンアメリカ（1）（百万入）
　　　　　（2）（百万入）
　　　　　（3）　（O／e）
　　　　　｛4）　（e／e）
　　　　　（5＞　（％）
89．5
12．9
14．4
129．9
25．5
19．6
　1．9
　3，5
212．4
69，7
32．8
　2．5
　5，2
378．4
163．4
43．2
　2，9
4．4
638．1
342．0
53．6
　2，6
　3．8
?
計（1）（百万人）
　（2｝（百万人）
　（3）　（O／o）
　（4）　（O／e）
　（5）　（％）
soo．7
67．0
　8．4
1，054．7
　工22．8
　11．6
　　1，4
　　3．1
1，493．0
　277．8
　18．6
　　1．8
　　4．2
「???）??????2 3，780，8
1，249．2
　33．0
　　22
　　3．7
注　（1）は地域の全人口（百万人），（2）は2万人以上の都市人口（百万人），（3＞IX2）／（1）〔％〕，（4）は
　　当該年までの20年間の人口成長率（％），（5）は当量年までの20年間の都市人口成長率（％〉，
出典　UN　Population　Studies，　No．44，　GrQwth　of　the　Urban　and　Rural　Population，1920－
　　2000，U．　N．1969．ただしここでは世銀の　sector　workfng　paper，　Urbanization，1972，
　　p．74によった。
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表7　ラテンアメリカ各国の都市人口比率
2万人以上の都市 10万人以上の都市1979センサスによる人口α970）の人口比率（％） の人口上ヒ率（％） 「都市」部人口比率
（百万人） 　　　　　〔1）
P970　　　1980
　〔2）　　　　〔3）
P970　　　1980
（％）
騨
アルゼンチン 23．75 65　　　　69 54　　　　61 85
ブラジル 92．52 39　　　　47 31　　　　37 63
チリ 9．37 56　　　　63 41　　　　50 81
コロンビア 20．53 n．a。　　　　　n．　a． 51　　　　57 75
メキシコ 50．69 55　　　　63 43　　　　5！ 64
ペルー 13．45 43　　　　46 34　　　　38 69
ベネズエラ 10．28 59　　　　66 45　　　　60 77
中米5ヵ国とパナマ 25　　　　28 20　　　　23 39
注　〔1＞1970～80年の間に2万人を越す都市の人口も含む。
　（2）コロンビアを除いて，1－2ポイント過少評価の恐れあり。
　（3）1970～80年の間に10万人を越す都市の人口を含む。
出典　 IDB，　QP．　cit．，　p．129，
　しかし，このことは他方で大都市で人口過剰現象が起っていることを否定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iするものではない。事実，現在メキシコ市で1，300万人，ブエノスアイレスで
！，000万人，サンパウロで800万人，リオで500万人，サンチアゴで370万入，
リマとボゴタで300万人（いずれも郊外を含む）という入口が推定されてい
　（7）
る。こうした都市の肥大化現象は，雇用の面でも生活環境の上でも，大きな
問題をひき．おこしている。
　　　
　都市における工業部門に雇用の機会を見出せなかった人々は，一般に「イ
ンフォーマル・セクターinformal　sector」と総称される周辺的な就業によ
って生計をたてなければならない。所得が十分でない彼らは，近代建築の林
立するセンター・シティを囲むようにして密集する周辺のスラム地域に，居
　　　（8＞
住する。つまり，．ヒ述の工業化に即応して拡大してきた都市は，その内部に，
近代的な先端産業＝近代的な技術労働者層＝近代都市と並行して，これに依
（7）国連，世界人口年鑑，1980による。
（8）ラテンアメリカの大都市におけるインフォーマル・セクターについては，Tokman
　〔39〕，Bromley〔41〕，　Tolosa〔40〕などの実態分析があるG
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存しながらもこれに疎外され，かっこの近代都市の質をたえず低下させ続け
るような，インフォーマル・セクター・＝＝未就業者，潜在的失業者の大群＝都
市スラムを作り，かかる2重の「小都市」を生産しつつあるわけである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　セ　イグレシァスは，その報告書〔37〕の中で，興味深い図〔図1〕を提示し
1
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都市の家計収入の集中度と農業部門の他部門に対する比較生産性との相関関係
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　　　　　　　　　農業部門と他の産業部門の就業者1人当り付加価値比率
注　対象とする年は，メキシコ，ベネズエラ，ホンデュラス，ヴルグァイが1967年；チリが1968
　　年；パナマ，アルゼンチンが1970；コスタ・リカが1971年；ブラジルが1972年，コロンビア
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出典　国連ラテンアメリカ経済委員会　〔37〕，邦訳　157ページ。
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ている。この図は横軸に農業就業者と他産業就業者の間の付加価値比率をと
り（それ故，横軸の数値が大きい国ほど両者の間の所得格差は小さい），縦軸
には都市家計の上位10％および下位40％の収入が全都市家計に占める割合い
（つまり都市家計の所得分配）をとっている。図から明らかなとおり，上位
10％の家計の分布は右下りの曲線を，下位40％の家計のそれは右上りの曲線
を予想させる。つまりこのことは，各国聞の状況を横断的に（クロスセクシ
ョンで）観察すると，その国の農業と非農業との間の生産性および所得格差
が小さい国〔例えばアルゼンチン〕ほど，都市の家計収入でみた分配の不平
等度は小さく，逆に生産性および所得格差が大きい国〔例えばブラジル，メ
キシコ〕ほど不平等度が大きいという相関関係を暗示しているのである。ブ
ラジル，メキシコ，アルゼンチンという3つの経済大国が両極端に分裂して
いるのも面白い。
　なぜこのような関係があるのか，イグレシアスの説明はこうである。農業に
おける労働生産性が低く，農業所得が低いために都市に流入する階層は，実
は都市内部の近代的工業部門に就業の機会を見出せないまま，周辺的な就業
（インブォーマル・セクター）につき，都市の下層階層を形成する。こうし
た階層の大量の存在は，今度は近代的工業部門の未熟練，単純労働者の賃金
水準を下方に引き下げ，労働者内部，或は経営者，政府高官と単純労働者と
の間の家計所得の格差を拡大する効果を果す。かくして，農業・非農業の間
の生産性格差が大きいほど都市に流入する低所得者層は多く，それ故にまた
都市における所得分配の不平等度が拡大するというのである。
　この説明には，まだ詰めなければならない実証が残されている。しかし，
ひとつの現実の説明として，興味深いものがある。
3　軍事政権の拡大
工業化，都市化の進展と並ぶ第3の特徴は軍事政権の広汎な成立である。
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確かにラテンアメリカにおける軍事政権の歴史は古く，その伝統は強い。し
かし，70年代の軍事政権は，過去のそれとは異った新しい問題を提起してい
るように思われる。
　従来の通説によれば，軍事政権とは，鷺流，前近代的な政治形態なのであ
って，一国の経済発展の高度化とともに軍事政権は議会制民主主義にとって代．
られる運命にあり，軍隊はやがて国防と国内の治安維持に専念する政治的に
中立の存在になり，また，たとえ軍事政権が復活することがあったとしても，
それは社会的混乱を収拾するための一時的な鎮静剤であって，国民はすぐに
民政への移管を求める，というものであった。
　しかし，60年代以降に発生したラテンアメリカの軍事政権は，先にみたよ
うな比較的高度な経済発展段階にお』いて発生したというだけでなく，成立当
初の社会的混乱が収拾したのちにおいても長期間にわたって一国の政治経済
を支配する傾向を示しており，しかも，軍隊そのものが，軍事技術のみなら
ず政治統治技術の：方法をもマスターした，一種のテクノクラート集団になっ
ているという，歴史的にも特異な政治現象をひきおこしてきた。こうした点
から，経済発展と軍事政権の関係について，新たな視点からの分析が必要と
　　　　　（9）
されている。
　ラテンアメリカの軍事政権といっても発生原因も統治形態も多様であって，
単純な一般化は許されないが，ここでは，チリ（1973）とアルゼンチン（19
76）の例から，一定の共通項をびきだそう。
　チリの場合には，周知のとおり，軍事政権に先だって左翼連合のアジェン
（9）ラテンアメリカの軍事政権については，A．　Lowentha1，　Armies　and　Politics　in
　Latin　America〔42〕に挙1デられている文献が，その研究動向を示している。また，
　ラテンアメリカの最近の政治体制を「組合国家主義的権威主義体制」とみる2っの論
　文集，F．　Pike　and　T．　Strich　ed，，　The　New　Corρorαtism＝Sociα1－Political
　Structures　in　the　lberian　World〔43〕，およびJ．Malloy　ed．，　Authorita－
　riαnismαnd　Corρorαtism　in　Latin　America〔44〕が，軍事政権の性格を解明する
　上でも面白い。これについては，遅野井氏の詳細な内容紹介〔51〕がある。
一90一
70年代のラウル・プレビッシュ　687
デ政権（1970．10～1973，9）の手で，議会主義による社会主義政権が誕生
した。この政権の経済政策を克服に分析した吉田秀穂氏の力作〔52〕によれ
ば，この政権は，合法性の枠内で最大限の社会主義化を追求したといわれてい
る。具体的には，（1）チリの大銅鉱山から外国資本（米系2社）を追放し，こ
れを国有にし，（2）ほとんど全産業にわたって主要企業を国営にして，労働者
の経営参加を認め，（3）同時に，農村においては農民を組織して農地改革の徹
底化を図った。（4）また所得再分配の是正を目的とする物価と賃金の規制も実
施した。
　しかし，こうした改革は，それが余りにも急速におこなわれたこともあっ
て，時間の経過とともに，企業の生産意欲を喪わせ，闇市場を横行させただ
けでなく，工場では労使間の対立を激化させ，農場では政府の意向を無視し
た土地の不法占拠が広がるなど，短期的な社会的混乱をひきおこすことにな
った。こうした混乱に対して，政治的中立性を伝統とするチリ軍の介入が不
可避であったのか，或は左翼連合による事態の収拾が可能であったのか，今
となっては明らかではない。しかし，かかる状況の中で軍隊の政治介入（1973
年9月のクーデター）がおこなわれ，吉田秀穂氏〔53〕によれば次のような
政策の転換がなされたといわれている。
　軍事政権は最初に憲法を停止し，国会を解散・閉鎖し，人民連合派の諸政
党を非合法にしただけでなく憲政党の政治活動を禁止するという強圧的な形
で，事態を収拾した。然るのちに，「均衡財政主義市場機構の自由な動きと
貿易・資本の自由化を最大限に保障することを内容とした「古典的」ともい
いうるほどの徹底して開放的な自由主義経済体制の再建をはかることによっ
て，これらの経済的危機を克服し，同時にチリ経済の体質（特に対外的競争
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　O）力）を効率的，合理的に強化しようとする」経済再建を開始した。（1）アジェ
ンデ政権期に統制されていた価格に対する規制を撤廃し，②財政支出を削減
（10）吉田秀穂，「チリ軍事政権の「国家の再建」について」〔53〕，71ページ。
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して財政均衡をはかり，（3＞労働者の賃金引上げ圧力を抑えるとともに，通貨
の供給量の伸びを抑制してインフレーションの収束をはかり，（4）接収農地を
旧地主に返還し，アジェンデ政権前の農業政策，土地所有関係を復元した。
（5）一方対外的には，接収した外国資本を補償し，貿易の資本の自由化政策を
復活した。
　このように，チリの軍事政権は，アジェンデ政権やその前のフレイ政権（キ
リスト教民主党）よりもずっと保守的で，徹底した自由主義経済体制をめざ
す政策を追求してきた。確かにこの政権は，国民の政治的自由の剥奪の代償
としてこれまで経済面ではインフレーションの鎮静化s・財政赤字の改善など
いくつかの点で成果を挙げてきている。こうした実績を背景として，この軍
事政権は，その政治弾圧に対する内外の強い批判にも拘らず，新憲法を採択
（1980．9）し，大統領の任期を延長して現大統領の1989年までの在職と，
1997年までの軍政を計画しているということである。
　アルゼンチンにお・いても，状況はよく似ている。この国は1966年以来軍政
下にあったが，70年代のはじめ，久しぶりに選挙によってペロン党政権が誕
生した。今井圭子氏の分析〔54〕によれば，このペロン党政権（1973．5～
1976．3）は，軍事政権下の自由主義的政策を修正して，次のような民族主義
的な政策をうちだしたという。すなわち〔1）「社会協約」にもとつく所得政策
によって，価格と賃金を規制し，〔2）同時に外国資本の流入と利潤の本国送金
を規制して，国内資本を保護する対外政策をうちだした。
　しかし，ここでも，チリの場合と同様，生産意欲の低下，企業経営や財政
運営面での不効率性，闇市場の横行などの経済的混乱が発生し，加えてペロ
ン大統領の死去（1974．7）も作用して，経済政策はゆきづまり，1976年3月
のクーデターによる軍事政権の成立を招いた。
　軍事政権は，ここでもチリ同様，戒厳令を布告して憲法を停止し，全政党
の政治活動を禁止して事態を収拾したあと，〔1）財政の均衡化，（2）価格の統制
撤廃（賃金は統制），（3）対外的な自由化政策を実行した。軍事政権はその後，
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インフレーションの収束や国際収支の改善などの点にお・いて成果をあげてい
るが，財政均衡化や所得分配面などにおいては，依然問題が残されていると
いわれている。
　以上，（1）工業化の進展，（2）都市化の進行，（3）軍事政権の拡大でみたように，
60年代から70年代にかけて，ラテンアメリカ地域の経済は，国民の高い所得
水準と高い経済成長率を実現しながらも，実はその中に，（1農業の停滞とく
に基礎食糧の対外依存の拡大，（2＞都市の二重構造の進展とくに都市スラムの
状況の悪化，そして（3）相次ぐ軍事政権の成立と支配による民主主義の抑圧と
いう，大きな矛盾を内包しながら発展してきたのであった。
　しゑも軍事政権の成立後，民族主義的，労使協調的な経済政策が放棄され，
シカゴ学派の流れを汲むマネタリスト達によって，私企業活動の自由と市場
の価格機構を尊重し，外資の導入と自由貿易原理を積極的に歓迎する古典的
な自由主義経済政策が採択されていった。
　これが70年代にプレビッシュがみた「ラテンアメリカの発展なき成長」の
実態であったのではないだろうか。
皿　周辺資本主義批判
　1976年以降，CEPAL　Reviewに連載されたプレビッシュの一連の「周辺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　夢資本主義批判」に関する論文は，次の4本である。
　1，「周辺資本主義批判」〔3〕，1976．
　2．「周辺資本主義の社会構造と危機」〔4〕1978．
　3．「経済的自由主義の新古典派理論」〔6〕1979．
　4．「変革の理論を求めて」〔7〕，1980．
　このあと，環境に関する論文
　5．「環境と発展」〔8〕，1980．
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も発表されているが，彼自身の言明にもあるとおり，上記4論文で周辺資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1　1）主義批判が一応完結していると解釈できる。第1・第2論文はラテンアメリ
カ周辺資本主義の矛盾の分析にあてられており，第3論文は新古典派批判，
最後の第4論文はプレビッシュ自身の改革案である。個々の論文はいずれも
長文の割りに抽象的で，必ずしも明快であるとはいえないが，本稿では4っ
の論文を以下のように再構成して，彼の主張を解明しよう。
　1．周辺資本主義の現状
　2．中間層の側圧と分配闘争
　3。危機の打開のための権力の行使
　4．プレビッシュの目標社会一一社会主義と自由主義の統合
　5．余剰の社会的使用
　6．中心部一周辺部の国際関係
　付論1．従属理論批判
　付論2．基本的ニーズ論批判
1　周辺資本主義の現状
　ここでもまた，プレビッシュの構図は，中心部（center）と周辺部（pe－
riphery）を中心に描かれる。しかし，工業製品の輸出国か第1次産品の輸
出国かという分類基準に従った50年代の分析とは異って，いまや中心部と周
辺部を区別する基準は，技術革新の創造と模倣である。中心部は革新し，周
辺部は模倣する。
　　「周辺部は，中心部がおこない，考えたものの後を辿る傾向がある。か
　くして，中心部の革新的資本主義と対照的に，周辺部の資本主義は模倣的
　である。我々は同じ技術を採用し，中心部の消費形態と生活様式をまねる。
（11）　Prebisch，　Towards　a　Theory　of　Change　［7］，　p．　155．
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　我々は彼らの制度を複製し，彼らの文化的表現，思想，イデオロギーは，
　我々の国に根づく。
　　中心部で何百年もの努力を要したものが手に入ることは，確かに極めて
　貴重ではある。しかし，同時に，模倣は周辺部の現実の環境と大きく矛盾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）　し，このため根本的な弊害を生ずる。」
と彼はいう。実際に，かつては中心部から周辺部への技術革：新，政治経済制
度，近代文化の伝播によって，周辺部においても全階層にわたる経済発展が
おこり，同時に西欧流の議会制民主主義が確立するであろうと期待された。
しかし，
　　「事実は，我々がそのような幻想をもち続けるのを許さない。発展は大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）　多数の国民の傍らを通りすぎようとしている。」
　何故か。プレビッシュはここで，その（模倣的な周辺資本主義の発展を挫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り折させる）原因を，その社会に固有の反蓄積的な社会構造一彼が「消費社
社consumer　society」あるいは「特権的消費社会priviledged　consumer
society」と呼ぶもの一の中に求めようとする。この「特権的消費社会」概
念が，かつて50年代の「プレビッシュ理論」における第1次産品の需要の所
得弾性値概念に代って，いまや70年代のプレビッシュの周辺資本主義論の基
　　　　　　〔14）
礎範疇である。
（12）　Prebisch，　A　Critique　of　Peripheral　Capitalism　（3），　p．　11．
（13）　Prebisch，　ibid．，　p．　9．
（14）　「消費社会」という用語は既に1963年のTowardsαDornαmic　Devel・ρment　Polic），
　・fLαtin　Americα〔35〕の中に現われているが，分析の基礎概念として設定されたの
　は，ACritique　of　Peripheral　Capitalism〔3〕が最初であろう。この概念は，第2
　論文Socio－Economic　Structure　and　Crisis　of　Peripheral　Capitalism〔4〕の中
　では，改めて「特権的消費社会」といいかえられている。両者の関係について，プレ
　ビッシュは次のようにいっている。
　　「「特権的消費社会」あるいは単に「消費社会」　　どちらでもよいが　　とは，中
　心部の消費パターンめ過度で未成熟な模倣を指す。」（Prebisch，　Socio－Economic
　Structure　（4），　・p．　160）
一95一
692
　プレビッシュは，周辺資本主義の模倣性を指摘しはするが，そのメリット
を否定するものではない。周辺部は自ら技術革新を創造することができない
のだから，中心部で創造された革新技術を導入することによってしか，経済
の余剰（surplus）を実現することができない。余剰は，革新技術が労働生産
性の上昇を媒介として生みだすものであって，生産物の価値と生産費との差
額であるが，プレビッシュの周辺資本主義論においてもこれが一マルクス
の『資本論』やバランの『成長の政治経済学』におけるそれと同様に一三
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C15）本蓄積のファンドとして考えられている。一定の経済環境において，如何に
多くの余剰を生みだし，如何に有効に次期の再生産に向けて投資するかが重
要である。
　しかし彼は同時に，周辺資本主義においては，この余剰が国民全体に分ち
与えられ，彼らの貯蓄を媒介として次期の投資に積極的に蓄積されるのでは
なく，反対に，生産手段の所有者一上層階層によって第一義的に専有（pri－
mary　appropriate＞され，しかも彼らによって浪費的に消費されてしまうた
めに，周辺資本主義の潜在的な高い経済成長が実現することなく挫折してし
（15）プレビッシュは，ある場所で，「余剰」を次のように定義している。
　　「経済全体においては，余剰は，先に述べた超過所得の故に，企業が最終財に対し
　て受け取る総価格と，支払い済みの所得によって表わされる最終財の生産費との差を
　表わす。余剰は，企業の利潤，資本支払い利子，および固定資本の償却費から成る。J
　ここからみると，余剰は，生産物の価値から資金と原材料費を除いた「資本所得」と
　して想定されていることがわかる。（Prebisch，　A　Critique　of　Peripheral　Capitalism
　　［3）　p．　37）
　　よく知られているように，「余剰」概念はバラン『成長の政治経済学』によって，は
　じめで経済開発論の中に定立された。A．　G．フランクが，プレビッシュとECLAの
　「中心部と周辺部の国際的矛盾」という命題に，バランの「余剰」概念を導入し，中
　枢による衛星の余剰収奪こそが衛星の低開発の進展の原因になったとする従属理論を
　構築したことは，周知のとおりである。プレビッシュにとっては，「余剰」概念を使っ
　て「周辺資本主義Jの分析をするのは，・これが初めてではないかと推測される。仮り
　にもしプレビッシュが，従属学派の余剰収奪論を念頭におきながら，このような独自
　の「周辺資本主義」論を展開することになったとすれば，それは一種の弁証法的発展
　であろう。拙稿「A．G．フランクとラテンアメリカ低開発」〔58〕参照。
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　　　　　　　　　（16）
まうことを批判する。
　なぜ余剰が上層階層に第一義的に専有されるのかというと，その理由は，
周辺部に特有な「労働力の構造的な異質性structural　heterogeneity　of　la－
bor　force」にある。つまり，高度で革新的な技術水準に対応できない大量
の未熟練労働者が広汎に存在することが賃金率の一般的な水準を下方におし
上げ，先端技術に対応しうる熟練労働者，技術者層の賃金上昇に対する障害
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）となって，労働者による余剰の取得を妨げるのである。
　しかし，上層階層は専有した余剰を蓄積にまわすことなく，不生産的な消
費に浪費してしまう。なぜか。それは彼らが，中心部とは異った社会環境に
ありながら，中心部に支配的な消費のパターンに捉われ，それを模倣しよう
とするからである。『資本論』における資本家はモ一画の預言に従ってひたす
ら余剰を蓄積にまわすことに努めたが，周辺資本主義社会における彼らの比
湿は，先進諸国にお・ける隣人のファッションをしきりに気にするのである。
こうした上層階層の反資本蓄積的な社会構造を指して，プレビッシュはこれ
を「特権的消費社会」と定義する。
　このようにみてくると，プレビッシュのいう周辺資本主義社会の模倣的性
格には，実は，生産と消費の二面があることがわかる。革新的技術の導入に
おける模倣と，上層階層による消費の模倣と。後者のデメリットは明らかで
あるが，前者はメリットのようにみえながら，その中に次のような問題を含
んでいることを忘れてはならない。
　第1に，革新的な技術が中心部の多国籍企業によって導入される場合には，
時間の経過とともに，余剰の海外への流出（siphoning一　off）が生じる　（い
（16）ここでいう「生産手段の所有者一上層階層」とは，マルクスの用語では「資本家階
　級」に相当するものである。プレビッシュは上層階層（upper　strata）という用語を
　多用しているので，以下でもそれに従う。
（17）　Prebiseh，　Socio－Eeonomic　Structure　C　4），　p．　174；　Towards　a　Theory
　of　Change　［7］，　p，　157．
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わゆる投資利潤の本国への環流）。そのため革新技術の導入は，必ずしも資
本蓄積を促進するとは限らない。
　第2に，革新技術の労働排除的性格がある。革新技術は一般に中心部の経
済環境に合わせて，高度で資本集約的な性格をもつので，これが周辺部に模
倣的に導入されると，大部分の（特に未熟練な）労働者を雇用から排除して
しまい，彼らを遊休労働者として疎外してしまう。それによって，潜在的な
経済成長を実現しえないまま終ってしまうのである。
　このように周辺資本主義は，革新技術がもっている資本蓄積効果を活用で
きないまま，社会環境に不適切な技術の導入と，上層階層の盲目的な摸倣消
費という模倣的な性格の故に，本来実現できる筈の高い経済成長を実現しえ
ないまま終ってしまう。しかも，大量の未熟練労働力を雇用の機会から排除
することによって，階層間の所得分配も悪化させる結果をひきおこすという
矛盾を内包している。
2　中間層の側圧と分配闘争
　しかし，消費社会の進展は，革新技術の導入がひきおこした新たな労働需
要を媒介として，次第に余剰の一部を中間層に分与するようになる。プレビ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛18）ッシュによれば，それには2っのルートがある。
　第1は，革新的な技術に対応しうる技術者，熱練労働者が，自ら労働組合
その他の活動をとおして，賃金の引き上げ，労働条件の改善を勝ちとり，余
剰の一部を獲得するルートである。
　第2は，政府部門における偽装雇用（spurious　employment）という形態
で，余剰を上層から中間層に移転するルートである。政府部門は，余剰に対
（18）　Prcbisch，　A　Critique　of　Peripheral　Capitalism　C　3），　p．　16；　Socio－
　Economic　Structure（4），　p．　16？；Towards　a　Theory　of　Change（7），　p．　156．
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する課税によって得た収入を，不必要なまでに（偽装）雇用した中間層〔公
務員〕に賃金として支払い，それによって余剰の再分配を図る。
　中間層によるこうした余剰の獲得を，認りに「中間層の側圧」と呼ぼう。
中間層の側圧は，40年代後半のペロン政権下（アルゼンチン），60年代前半の
グラール政権下（ブラジル），70年代初頭のアジェンデ政権下（チリ）ヒみら
れたとおり，表面的には労働者の権利の拡大，政治的民主主義の進展，政府
部門の拡大という形態をとって表現されるが，実態は，上層と中間層の問の
余剰をめぐる「分配闘争」にほかならない。人口の多数を占める下層階層は，
この“闘争”から疎外される。また中間層の集団化のおそい（経済発展段階
の低い）社会においては，こうした“闘争”はみられない。
　しかし，余剰に対する中心層の側圧が強まるにつれて，上層階層の余剰専
有はそれだけ侵食される。これまでは余剰の増加率は生産物の成長率（経済
成長率）を上回っていたのに対し，いまや，両者は拮抗するようになる。
　これに対して，上層階層の側がとる対抗措置は，通貨当局による金融膨張
政策を利用した価格の引き上げ，つまりインフレーションである。インフレ
ーションは，余剰のうち中間層に分与された部分（彼らの所得）の実質価値
を下落させ，上層階層が専有しうる余剰部分を再び回復する。しかし，イン
フレーションに対抗して再び中間層が賃金の引き上げを要求し，実現するよう
になれば上層階層の当初の目的は挫折させられてしまい，それ故なお一層のイ
ンフレーション政策が企てられる。上層と中間層との聞のかかる分配闘争は
一一m記の三つの時期に現実に発生したように一不可避的に悪性のインフ
レーション〔賃金・物価のスパイラル現象〕をひきおこさずにはおかないで
　　　（19）
あろう。
（19）プレビッシュは次のようにいう。発展段階が低く中間層の側圧が弱いような周辺資
　本主義，或は軍部によって労働者（中間層〉の力が押えこまれているような社会では，
　余剰の増加率はその社会の生産額の増加率一経済成長率より高い，つまり経済の停滞
　の中で上層階層による余剰の享受が継続的に生じている。しかし，中間層の側圧が強
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3　危機の打開のための権力の行使
　しかし，このようなインフレ・スパイラルは無限に続くことはできない。
なぜならインフレ・スパイラルは，中間層と上層階層の間の分配闘争を激化
させ；人々の通貨に対する信頼を喪わせることによって，社会的安定の基礎
を堀り崩す。とりわけ，分配闘争から疎外されている下層の多数の国民に甚
大な被害を与えるからである。
　それでは，周辺資本主義における，かかる分配闘争＝インフレ・スパイラル
は，如何に終息されられるのか。これに対して，ラテンアメリカの歴史が与
えた回答が「権力の行使」つまり軍事政権の確立であって，一一方彼．自身が望
む対案は「余剰の社会的使用」であるとプレビッシュはいう。まず前者から
みていこう。
くなり，例えば労働者の賃金引上げ圧力が大きくなるようになると，終には余剰の増
加率が経済成長率と同じレベルかそれを下まわるようになり，上層階層にとって危機
が感じられるようになる，と。（Prebisch，　Socio－economic　Structure〔4〕，
p．　181；　The　Neoclassical　Theories（6），　p．　172）
　この命題は次のように整理することが出来るのではないかと思われる。いま，生産
額yが原材料費飯，賃金支払い額W，および余剰Sの三者に分割されると考えれば
　Y＝M十w十s
である。これを成長率の式に直せば
　Y　　M　 　M．　VV　　　　　　　s　s　÷．　＝　tti　・　一i’Lii　十一tt．一　・　ti／，十一il．一　・
　　　　　M’Y　W’Y　Sy y
であるから，余剰の増加率と生産額の増加率と，a）差は，
書一；一酌（多十誓（揚） （1）
として表現できる。この式は，1）原材料費と賃金の増加率がともに生産額の増加率
より大きい（M／M＞y／Y，W／W＞y／Y）か，或は2）原材料費と賃金のうちいず
れかは生産額の増加率より小さいが，他の一方の増加率が極めて大きい場合には，右
辺が負になって，従って余剰の増加率が生産額の増加率を下まわる，つまり余剰のシ
ェアが次第に小さくなるということを示している。
　いま単純化のために，原材料費は生産額の一定割合を常に占め，両者の伸び率は等
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　労使間の対立の激化と悪性インフレーションによる社会的混乱に次いで，
ラテンアメリカで起った事態は，前節でみた軍事クーデターと軍部による政
治権力の掌握であった。しかし，多くの場合，軍政は労働者の権利を擁護し，
議会制民主主義を発展させる方向にではなく，反対に労働者の要求を退け，
議会政治を制約する方向で，社会的混乱を収拾した。つまり中間層の要求を
抑制し，上層階層の利害を擁護し，かつての「特権的消費社会」を再現する
ような形で，社会秩序の回復を図ってきた。
　本来政治的に中立的である筈の軍部が，何故分配．闘争に介入し，上層階層
の利益を擁護するのであろうか。プレビッシュは，軍事クーデターの“必然
性”を次のように指摘する。
　　　「より高度な発展段階において，もしも軍事力military　powerの保有者
　が上層の経済・政治力の支配下にないとすれば，何故軍部が特権的消費社
しい（M／M＝y／Y）と仮定すれば，（1）式は
書一ギー署（多一拗 （2）
になる。つまり，賃金支払い額の増加率が生産額のそれを超えれば，余剰の増加率は
生産額のそれを下まわり，逆ならば逆になる。
　ここで賃金支払い額Wが賃金率Wと労働時間しとの積であり，他方生産額yが
価格pと実質生産額ッとの積であることを思い起せば，W＝ZV　L，　Y＝pyであるか
ら，②式は　　　　　　　　　　　　　　　「
器i・9一多一辮・既i－f］　　　　（・〉
に書き変えられる。（3＞式は，賃金率（w）の上昇率が価格（p）の上昇率と労働生産
性（y／L）の上昇率の和を上まわるほど，余剰の増加率は生産額の増加率（経済成長
率）を下まわり，余剰のシェアが低下することを示している。これは明らかに，余剰
をめぐる賃金・物価のインフレスパイラルの式である。革新技術の導入によって労働
者の労働生産性（1），／L）が高まれば，上層階層の専有する余剰のシェアは上昇し，
労働者が分配闘争において賃金率（ω）の引き上げに成功すれば，余剰のシェアは
下降する。それに対して上層階層は，通貨の増発を媒介とする価格（p）の引き上げ
によって，余剰のシェアの回復をはかる……というように。
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会に貢献するために介入するのか，問いたい気持にかられるであろう。明
　らかに，ζこには複雑な諸要因が入ってくる。しかし，私の意見では，基
　本的な説明は，体制の性格が所与とすれば，体制を元に戻して機能させる
　ような基準が〔特権的消費社会以外には一引用者〕ほかに存在しない，
　という事実の中にある。というのも，既に述べたとおり，体制のダイナミ
　ックなメカニズム，つまり資本蓄積の能カーそれなくしては発展の何の誘
　因もない一は，上層の手中にあるからである。それ故，政治的なコスト
　はいうまでもなく，社会的なコストが巨大であっても，上層を存続させる
　　　　　　　　　　　　　　（20）
　以外に方法がないのである。」
　これが，プレビッシュのみる，軍事政権下の特権的消費社会復活の必然性
の根拠である。つまり，たとえ模倣的であり，資本蓄積意欲に欠けていると
はいえ，現体制の維持を前提とする限り，現在の上層階層〔資本家階級〕以
外に，既存の周辺資本主義を経営する主体が存在しない。従って軍部は，体
制の大きな変革を望まない限り，上層階層の特権的消費社会の復活という形
でしか，周辺資本主義社会を再建する道がないのである。
　とはいえ，プレビッシュは，こうしたプロセスを肯定するわけではない。
軍事政権に．よる特権的消費社会の復活は，周辺資本主義社会において経済的
自由を再現する代償として，労働者を含む国民の民主主義的自由を奪うから
である。彼は軍政下のかかる矛盾を，次のように総括する。
　　「たしかに，民主化のプロセスの過程で，労働者が次第に手に入れる分
　配能力は，特権階層の力や国家の力に均衡するようになる。しかし，危機
　の進展は終に権力の行使に至る。かくして，民主的自由主義は崩壊し，一
　方，経済的自由主義の概念が繁栄する。しかし，この経済的自由主義とは，
　発展の成果を普及させるどころか，社会的不平等を内包した不純な自由主
　義である。（中略）
（20）　Prebisch，　Towards　a　Theory　of　Change　（7），　pp．　158－159．
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　民主的自由主義の基本的な概念とは何か。それは個人の自由と権利，個
人の社会的・政治的参加を犠牲にするような政治権力の恣意的な集中を防
ぐことである。経済的自由主義とは，民主的自由主義の目標と調和した形
で，発展の成果を社会全体に分配し，かくして経済誌を広めることである。
両者は共通の哲学的源泉から発生する。にも拘らず，周辺資本主義におい
ては，両者は相互に矛盾するようになる。権力の行使は，政治的自由主義
を無情にも犠牲にするという代償を払って，経済的自由主義を復活させ，
そして自由主義の2つの形態は，経済の運営を国家の手に委ねるような他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20の選択によって，悲しむべき結果に到達する。」
　これが軍事政権に対するプレビッシュの黙示的な批判である。
4　社会主義と自由主義の統合
　前項でみたような，現体制の存続を前提とした軍部の権力行使に対して，
プレビッシュは，「余剰の社会的使用による資本蓄積の促進」という“体制変
革”を唱える。
　プレビッシュは従来自己の政治信条，理想社会をはっきりと表白したこと
がほとんどなかったが，第4論文「変革の理論を求めて」は，社会変革その
ものが主題となっていることもあって，彼自身の政治思想を積極的に表現し
ており，その意味で貴重な論文である。これに拠って，最初に，彼の目標と
とする社会を検討しよう。
　プレ』ビッシュにとって重要な基本的価値は（1＞社会的公平（social　equity）
と，（2）活発な発展（vigorous　development）と，（3）民主的自由主義（de－
mocratic　liberalism）の3っである。これを実現する社会は，社会主義と自
由主義の統合の中にあると彼はいう。
（21）　Prebisch，　lbid．，　p．　160．
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　　「私は私の目標を完全に明確にしなければなちない。私は，社会主義と
　自由主義の問の総合（synthesis）を追求している。いいかえれば，個人の
　自由と新しい形態の社会的共存にもとづいた社会主義の様式を追求してい
　　（22）
　る。」
　この文章には，注釈が必要である。第1に，これに続く文章が示している
ように，プレビッシュのいう社会主義とは，社会的に重要な意思決定一特
に，技術進歩の成果を資本蓄積に投資し，またかかる成果を公平に分配する
という決定一を，国家が自己の責任において最終決定するということを意
味している。一方，自由主義とは，国家のこうした行為が企業と個人の経済
的自由を侵害しないということである。従って，プレビッシュのいう「社会
主義と自由主義の統合」というのは結局，諸烏山の経済的な自由を侵害しな
い範囲で，〔1）社会的に公平な分配と，（2）高い資本蓄積率と，（3）民主的自由主
義を実現するために，国家が責任ある最終的意思決定を下すということであ
る。
　これでもまだ抽象的であるので，プレビッシュが例示する，幾つかの間題
をここに引用しよう。
　まず，彼にとって，西欧型の福祉社会，社会民主主義は，ラテンアメリカ
の当面の目標ではない。これは中心部の理想であって，成長なくしても実現
できる社会の理想である。しかし「周辺部においては，我々は，蓄積と分配
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2siの問題を，一度に同時に解決しなければならない」のだから，状況はまった
く異っている，というのである。
　第2に，プレビッシュのいう社会主義は，マルクス主義者のめざす社会主
義ではない。確かに既成の社会主義社会は資本蓄積と公平な分配の実現をめ
ざして巨大な努力を払った。これをプレビッシュは認める。しかし，同時に，
（22）　Prebisch，　lbid．，　p．　161．
（23）　Prebisch，　lbid．，　p．　16／．．
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こうした社会は，思想的規律と歴史的・国際的な制約とによって，「生産手段
の国家による所有と管理が，民主的自由主義の誘因と，民主的自由主義の固
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24有の価値とは相容れない帰結をもたらした。」彼にとっては後者の民主的自由
主義こそがかけがえのない重要性をもつが故に，プレビッシュは「私はこの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）体制を嫌う（Iam　averse　to　this　system）」と言わざるを得ないのである。
　第3に，プレビッシュのめざす「社会主義と自由主義の統合」の中で，市
場の価格機構は，肯定的に評価される。国家の最終的意志決定は，価格機構
を排除するものでなく，むしろ価格機構を活用したものでなければならない。
彼はいう「体制の主要な欠陥は市場そのものにあるのでもなく，市場が存立
している経済的自由にあるのでもない。体制の欠陥は，分配の恣意性と不十
分な資本蓄積とによって，体制の社会的効率性を損う社会構造と権力関係の
　　　　　　｛26）
中に存在する。」つまり，上層階層による余剰の私的専有，お・よびその帰結と
しての特権的消費社会こそが，糾弾されるべきだというのである。それ故プ
レビッシュは一マルクス主義者や一部のケインジアン，開発経済学者とは
対照的に　　市場の価格機構をあくまで尊重しながら経済運営を図っていこ
うとするのであって，この点では彼は，むしろ新古典派の人々と同じ立場に
立つのである。
5　余剰の社会的使用
　それでは，現状の特権的消費社会がひきお』こす，（1）不十分な資本蓄積，（2＞
不平等な所得分配，（3）民主的自由主義の抑圧を克服し，前項で明示したよう
な社会を実現するには，如何なる政策をとるべきか。これに対するプレビッ
（24）　Prebisch，　lbid．，　p．　161．
（25）　Prebisch，　lbid．，　p．　161．
（26）　Prebisch，　lbid．，　p．　176．
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シュの答えが，実は「余剰の社会化socialization　of　surplus」或は「余剰
の社会的使用social　use　Qf　surplus」という政策である。
　既に明らかにしたとおり，周辺資本主義の欠陥とは，革新技術がひきおこ
す余剰が生産手段の所得者たる上層階層によって私的に専有され，資本蓄積
に投下されることなく，薯修的消費に浪費されてしまうことにある。それ故，
かかる欠陥を克服する方法としては，さしあたり，
⊥　上層階層を強制して，余剰を蓄積に投下させるか，
2．余剰の管理権を労働者にも開放して，労働者の経営参加，或は自主管
　　理のもとで資本蓄積をはかるか，
3．国家自身が余剰の（投資と消費の間の）資源配分に責任をもち，最終
　　決定権をもっか，
4．或は，生産手段を国有化し，社会主義社会として資本蓄積をはかるか，
　　いずれかが考えられる。
　根拠は必ずしも明らかではないが，上記の4つの選択肢のうち，プレビッ
シュは第3の国家自身による余剰の配分という方法を選ぶ。それによると，
現在上層階層が所有している生産手段を国有に移すことなく現状のままにし
ておいて，企業内で発生した余剰を処分する権利が国家に付与される。革新
技術の性格からみて，余剰は主に大企業で発生するから，国家による余剰の
社会化も主に大企業を対象としておこなわれる。中企業，小企業は余剰の社
会化の対象とされることは少い。また，現状では余剰は上層階層および一部
の中間層（熟練労働者，高級技術者）に帰属しているから，余剰の社会化は，
こうした階層の所得を国家の手に収奪することを意味する。所有権を奪わず
に余剰の処分権（つまり所得）のみを奪うのである。従って，もしこのよう
に，大企業から発生する余剰が資本蓄積にふり向けられるならば，国家に偽
装雇用されている中間層や未就業状態にある下層階層の労働者農民に新たな
生産的雇用の場が開放され，資本蓄積＝経済成長の下で所得分配の改善が可
能となり，活力のある社会が実現するだろうと，プレビッシュは期待するの
一　106　一
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　　　（2オ
である。
　上層階層は抵抗なく余剰の処分権を引き渡すであろうか。この点プレビッ
シュは楽観的である。彼はいう。
　　「権力関係が（社会的不公平にもとづいて）余剰のダイナミックな余力
　を維持することができる限りは，余剰を第一義的に専有する人々が，民主
　的な同意を基礎として，余剰を放棄することは，ほとんど考えられない。
　しかし，体制の危機と体制の経済的歪み，社会的分裂が出現するに至れば，
　中間層と下層の民主的なパワーは上層のそれを凌駕し，体制の動態的な機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱．構のコントロールを国家に委譲せしめるかもしれない。」
　つまり，経済的な危機状態にあっては，中止層以下の力が強ければ，余剰
の社会的使用は可能になるというのである。
　更に，余剰の社会的使用が実現したのちに，かつての上層階層に代って，
余剰を有効に蓄積にふりむけ，’ o済成長と所得分配の問題を解決する「主体」
をどこに求めるかという問題が発生する。余剰の社会的使用を実現するため
に，国家はさまざまな決定を実行しなければならない。例えば（1）資本蓄積率
の決定，つまり投資と民間消費と公共サービスとへの余剰の配分の決定とか，
（2）民間消費に関して，生産手段の所有者たる上層階層とその他の階層の間へ
の消費の配分とか，（3）投資資金に関して，産業部門間の資金配分，輸出・輸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の入産業間の資金配分の決定など，国家の役割は極めて重要かつ複雑なものに
なろう。
　然るにもし「国家」の中枢が依然として上層階層や高級技術者によって占
められていれば，かかる「余剰の社会的使用」の結果実現する資源配分は，
旧体制にお』けるそれと変らないであろう。新しい体制の下で公平な分配と高
い資本蓄積が継続的に実現するためには，国家の中枢に中間層以下の代弁者
（27）　Prebisch，　Toward＄　a　Theory　of　Change　C　7），　pp．　162N166・
（28）　Prebisch，　lbid．pp．　166　N167．
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が参加し，かっ弘まらない政策を実行しなければならない。
　これについて，プレビッシュの提言は少ない。彼は国家の経済計画化（plan－
ning）と，「余剰の社会的使用」のノルムの確立を言及するにとどまってい
　四る。この問題は，第W節で再びとり上げよう。
　以上の2つの項で，周辺資本主義を打開するためのプレビッシュの方法，
すなわち「余剰の社会的使用」ということの意味が明らかになった。彼は，
軍事政権による新古典派的な経済自由主義にも反対し，（従属論者のいう）生産
手段の国有化をともなう社会主義的変革をも拒否する。それに代って，中間
層・下層の代表を中核とした，余剰の社会化を主唱する。これを議会制民主
主義と市場機構のもとで生産的に活用し，分配の公平化と資本蓄積率の上昇
を図ろうとするのが，プレビッ・シュの真意である。
6　中心部一周辺部の国際関係
　既に（本節1．周辺資本主義の現状）でみたとおり，中心部と周辺部に関
するプレビッシュの分割基準は，50年代においては輸出財の性格（工業製品
か第1次産品か）によるものであったが，いまでは技術革新の発生地か模倣地
かというものである。中心部は技術革新を創造し，周辺部は革新技術を模倣
的に導入する。
　しかし，もしも革新技術の導入に即応して周辺部の資本と労働が効率的に
動員されるならば，プロダクトサイクル仮説が主張するように，周辺部も中
心部に匹敵する経済成長を達成することができる。模倣それ自身が低開発の
原因でないことは日本やNICsの歴史的経験がこれを示している。それでは，
ラテンアメリカの模倣的資本主義のどこが悪いのか。プレビッシュは以下の
ように指摘する。
（29）　Prebisch，　lbid．，　p．　168．
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　第1に，革新技術の不適応の問題がある。中心部資本主義では，過去数百
年にわたって技術革新とそれに対応する社会構造が並行して成熟してきた。
社会の必要とする技術が考案され，新技術によって社会構造が一段と深化す
るというように……。しかし，現在の周辺部は，社会構造が未成熟なままに，
中心部の高度な革新技術が無修正にもちこまれ，ここから種々の矛盾（反資
本蓄積的な矛盾）が発生する。例えば，革新技術の資本（お・よび技術）集約
性が周辺部の未熟練な大量の労働力を活用できないとか，上層階層の持権的
消費社会が浪費的な消費態度をもつというような……。
　第2に，中心部の形成する国際経済体制が周辺部の発展を阻害する場合も
ある。例えば，ケネディラウンドや東京ラウンドにおける関税引下げは，周
辺部に価格競争力のある財にはメリットがなかった。中心部の保護主義がむ
しろ周辺部に輸出志向を断念させ，輸入代替を強要していると，プレビッシ
ュは主張するのである。
　石油危機以降の70年代の国際経済において，周辺部の発展に関するプレビ
ッシュの見透しは暗い。
　　「たとえ民主主義の力が周辺部において体制の変革に成功したとしても，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）　それ自身で中心部との関係の性格を変えるほどの力はない。」
のだから，周辺部が自力で国際関係を変革し，発展することはできない。残
された唯一の方法は，中心部が現在の国際関係の矛盾を自覚し，中心部と周
辺部の関係を修正することである。
　短期的な利害からすれば，中心部が積極的に現在の国際関係を変える誘因
はないかもしれない。しかし，
　　「社会的公平と真の民主主義と人権への明白な敬意は，長い歴史的な盛
　衰を経て，中心部に深く根をおろした価値である。それ故，そうした偉大
　な人聞の価値が周辺部で損なわれている時に，憂慮と当惑の念が示される
（30）　Prebisch，　lbid．，　p．　205．
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　　　　　　　　　（30
　ことは考えられる。」
　それ故，中心部が周辺部の現状を憂慮し，変革のための助力をおこなうこ
とはありうる。その時周辺部は，自ら立ち上って，体制の変革を完成するで
あろう。
　　「中心部は，変革の過程で重要な役割りを果しうる。変革の過程を完成
　する一Tそれを完成し，いかにおこなうかを決定する一のは，周辺部の
　　　　　　（32）　仕事である。」
　ここでみられるように，プレビッシュの分析は周辺資本主義の内部矛盾に
重点がおかれ，国際関係の分析は，量的にも少なく，内容も消極的であって，
理論のマイナーな役割りしか果していない。
　しかし，これは彼の「周辺資本主義」論が，ラテンアメリカ周辺資本主義
の内部矛盾を解明することに集中されたことから生じたひとつの帰結であっ
て，彼が，周辺資本主義の対外的制約を第二義的に考えるに至ったというこ
とではない。事実彼は，CEPAL　Review以外の雑誌に寄稿した論文〔9〕，
〔10〕，〔11〕においては依然として南北の経済格差を解消するための，北側の
援助の増大，保護貿易の撤廃などを繰り返しているからである。
　にも拘らず，70年代の「周辺資本主義」論において，プレビッシュが，ラ
テンアメリカの経済開発の第一の障害を域内資本主義の矛盾に求め，国際関
係から生じる対外的な制約に大きな力点をおかなくなったということは，や
はり注目されるべき変化だといわなければならない。
7　小括
本節でみたように，プレビッシュの周辺資本主義論は，単純な論理で貫か
（31）　Prebisch，　lbid．，　p．　206，
（32）　Prebisch，　lbid．，　p．　206．
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れている。彼は現在の周辺部資本主義を「模内的資本主義」として位置づけ，
それ自身の矛盾を解明する。周辺部資本主義は一方で導入される革新技術と
周辺部の社会構造との間の不適合という矛盾をもつが，より本質的には，蓄
積主体たるべき生産手段所有者＝上層階層による浪費的な消費性向という問
題を内包している。彼はこれを「特権的消費社会」ζ名づけた。
　革新技術の吸収の過程で生ずる中間層の余剰に対する圧力は，上層と中間
層の間の分配闘争を激化させ，ひいてはインフレ・スパイラルによる体制の危
機をひきおこす。これに対して，体制維持を前提とする経済再建が軍事政権
であり，体制変革をめざす経済再建が，プレビッシュの「余剰の社会的使用」
である。余剰の社会的使用は，中間層以下の階層による体制管理を意味する
から，資本蓄積とともに所得分配の改善と議会制民主主義の進展が実現する
であろう。にも拘らず，現実には多くの国において軍事政権が成立し，プレ
ビッシュの理想とは逆行するような「自由主義」的経済政策が推進されてき
た。その結果，民主的自由主義を犠牲にした経済的自由主義，或は経済発展
なき経済成長が実現されてきた。
　中・心部一周六部の国際関係は，周辺部のヘゲモニーにおいて変革すること
はできない。しかし，中心部資本主義が，長期的な視点に立って，真に周辺
部の発展を願うなら，周辺部の体制変革に．協力することができるであろう。
これがプレビッシュの周辺資本主義批判である。
試論1．従属理論批判
　プレビッシュは，中心部で創造された革新技術の周辺部への導入そのもの
に反対しているのではない。周辺部は模倣的なのであって，革新技術の導入
がなければ余剰の発生はなく，資本の蓄積一経済成長もないからである。彼
は，革新技術の性格と周辺資本主義に既存の社会構造とのギャップを指摘し
ているのであり，周辺部の上層階層による余剰の奢修的浪費を批判している
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のである。バースとジェイム’ズ〔45〕のように，プレビッシュを従属学派の
中に分類する見方もありうるが，中心一周辺関係に関する考え方において，
　　　　　　　　　　　　（33）
両者は微妙に異っている。
　プレビッシュは，ある場所で，従属学派を批判していると受けとれるよう
なコメントをしている。それを引用する。
　　「従属の概念をすべての中心部一周辺部関係にまで拡大する経済学者や
　社会学者がいる。もし彼らが，資本主義の求心的な性格（ccntripeta／na－
ture）のさまざまな意味を明快に分析しようとしているのならば，それに
　は何の害もない。しかし，往々にしてそうではない。　（中略）
　　更にある人々は，低開発は従属……のせいだとまで言っている。我々の
　言葉に直せば，発展から排除された大多数の大衆の貧困は，中心部の行動
　によってひき起されたというのである。
（33）バースとジェイズ〔45〕は，従属理論の4つの特徴として
　　1．低開発の状態は工業資本主義諸国の経済拡大と密接に関係している。
　　2．開発と低開発は，1つの統一した体系の両面である。
　　3．低開発の状態を未成熟な前資本主義段階とみることは現実を見誤る。
　　4．ラテンアメリカの従属関係は，対外関係にとどまらず，国内要因（社会構造，
　イデオロギー，文化）にまで及んでいる。
　　という共通認識を挙げたのち，従属学派に3つの潮流があるとして，保守派（プレ
　ビッシュ，A．ピント，ウィオンテェック），中間派（フルタド，スンケル，ドス・サ
　ントス），ラディカル（フランク，J．コックロフナ，　D．ジョンソン，　J，ペトラス）
　に分類している。プレビッシュは保守派の従属学派に数えられている。ただし，バー
　スとジェイムズの論文はユ976年のものであって，プレビッシュの「周辺資本主義」
　批判以前のものであることに注意。
　　オブライエン〔46〕も1975年の論文で，従属理論を批判している。彼はプレ．ビッシ
　一ECLAを従属理論の超克の対象とみており，従属理論は，　ECLAの輸入代替開発
　政策の失敗と，新古典派的近代化論への批判との中から発生したと考える。オブラ
　イエンは，従属学派を，（1）ECLAの系譜をひくスンケル，フルタド，（2）マルクス主義
　者のドス・サントス，フランク，M．マリニ，（3）両者の中間派であるカルドーゾ，0，
　イァンニ，A．キハーノに分けている。ここでは，プレビッシュは除外されている。
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　　この種の主張からは，理論の分野でも実践の分野でも，何ものも得られ
　ない。だからといって，このような主張が政治的宣伝に有効でないという
　ことではないが……。
　　貧困の存在（existence）と貧困の存続（persistence）の間に，一線を
　画さなければならない。中心部の技術が周辺部の輸出活動の中に浸透し始
　めた時，人々の多くは貧困のうちに暮していた。そして，技術が他の活動
　分野に普及していくにつ「れて，この貧困は徐々に解消されてきた。しかし，
　その技術の成果は，完全に資本化されるのではなく，特権的消費社会を促
　進し，中心部による〔周辺部の一引用者〕所得の吸い上げに寄与し，か
　くして体制の排他的な傾向をひき起した。ここに貧困が存続する原因があ
　り，〔それに加えて一引用者〕急速な人口の成長が，貧困の存続をいっそ
　う悪くした。　　、
　　中心部と既存の従属関係とは，貧困をつくりだしたのではなく，資本主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）　の求心的な性格の故に，貧困の存続を助長しているのである。」
　この引用からも明らカ・なとおり，プレビッシュは，周辺部の貧困と低開発
が本来周辺部に内在していたと考えるのであって，従属学派のように，未開
発（undevelopment）と低開発（underdevelopment）とを区別したり，中心
部＝周辺部の国際関係の強化が周辺部の低開発をひきおこしたと考えている
のではない。また，好ましい条件のもとでは，革新技術の導入が周辺部内の
貧困の解消に貢献しうることも明示的に述べている。彼にとって克服されるべ
き障害は，中心＝周辺関係そのものではなく，周辺部内に現存する「特権的消
費社会」に代表される余剰の浪費なのである。更に；多くの従属論者が，生産
手段の所有の社会化を含む社会主義をめざすのに対して，プレビッシュがこれ
を拒否していることも，両者の相違点であろう　〔105ページ〕。
（34）Prebisch，　Ibid．，P・196；筆者のみる限り，プレビッシュの従属理論批判はここ
　一箇所である。
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付点2．基本的ニーズ論批判
　従属学派に対する批判とあわせて興味深いのは，「基本的ニーズBasic
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛35）Needs」論者に対するプレビッシュの次のような批判である。
　彼はいう。確かに周辺部にはいまもって深刻な貧困が存在しており，貧困
の克服は周辺資本主義にとって最大の課題である。基本的ニーズ論者が周辺
部に内在する貧困の撲滅を唱えること自体は歓迎されるべきことである。貧
困の克服はECLAにとって長年の課題であり，プレビッシュ自身，1963年
の報告書「ラテンアメリカの経済発展の動態化を求めて」において，下層階
層の貧困を克服することが周辺部の最大の課題であることを指摘している。
しかし，中心部（先進諸国）でいまはやりの「基本的ニーズ」戦略論は，こ
うしたECLAの地道な努力に無知で，周辺部における貧困が最近に至って
突然発見されたかの如く興奮しているばかりでなく，以下のような，いくつ
かの誤りを含んでいる。
　第1にそれは，周辺部における貧困をそれだけで孤立的に取りだして解決
しようとしており，周辺部の発展や国際協力という全体的で体系的な解決策
．（35）プレビッシュは，Socio－Ecoriomic　Structure〔4〕，　pp．／68～170，　State－
　　ment　at　the　30　years　anniversary　of　CEPAL，　CEPAL　Review　No．6，　p’p．
　　273～274；Towards　a　Theory　of　Peripheral　Capitalsm〔7〕，　pp．186～187に
　　おいて，繰り返し基本的ニーズ論を批判している。いずれも体系的な批判ではなく，
　　部分的な批判にすぎないが，それらをまとめて筆者なりに整理したものが本項である。
　　　ECLAグループがみな基本的ニーズ論に対してプレビッシュと同じ意見をもってい
　　るものではない。CEPAL　ReviecaにはS．デル〔47〕とグラシアレナ〔48〕の基本的
　　ニーズ批判が掲載されているが，例えばグラシアレナ〔48〕は，ECLAのスタッフで
　　あるが，基本的ニーズ戦略それ自体を「もうひとつの発展論another　development
　　a．pproach」と近似的なものとして扱い，しかしながら現在のラテンアメリカの政治権
　　力者は，自己の利害に反するが故に，基本的ニーズ戦略を拒否するであろうから，こ
　　の戦略は実現可能でない，と’いう具合に批判するのである。プレビッシュとの相違は
　　明確である。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36）の中に貧困の克服を位置づけようとしていない。周辺部にお』ける貧困は，結
局，貧困な下層階層の大衆をより生産性の高い職場に包摂し，彼らに高い所
得を獲得させ，経済成長を高めていく中でしか解決されないであろう。その
ためには，周辺部資本主義の持続的な動態化（経済成長）の努力のみならず，
周辺部の経済成長を促進するような，中心部からの国際協力が不可欠である。
　にも拘らず，現在の基本的ニーズ論では，孤立的な貧困救済策があるだけ
で，周辺部の全体的な発展に対するビジョンが欠如している。途上国が基本
的ニーズ論をNIEOへの対抗策とみる理由も，そこにある。
　第2に，マクナマラ総裁らの唱える「農村の貧困」克服にも同じことがあ
てはまる。確かに周辺部の貧困な大衆は農村におり，農村の開発は必須の課
題である。しかしいま，基本的ニーズ論者のいうように，農業労働の生産性
を上げ，農村開発にのみ重点をおく開発政策をとるとどうなるか。農民は余
剰労働力となって農村を追われ，都市に流入するだけであろう。こうした余
剰労働力は，結局，工業その他の部門における資本蓄積の拡大によらなけれ
ば，吸収されることはできない（ln基本的ニーズ論者はこの点を見落している。
　第3に，戦略が適用される場合の方法にも問題がある。基本的ニーズ論者
は，この戦略の実行を，一再に直接的な所得再分配の問題として考えているの
か，それとも（プレビッシュのいう意味での）体制の変革を前提として考え
　　　　　　　　　　　　　　　（38＞ているのか，明らかにしていない。しかし，周辺部においては資本蓄積を高
めることなくしては貧困の解決はないであろうし，資本蓄積を高めようとす
れば，既存の「特権的消費社会」の利害と衝突せざるを得ないであろう。い
ずれにしても，体制の変革は不可避の課題とされるであろう。しかし，現在
の基本的ニーズ論には，この視点がほとんど欠如している。
（36）　Prebisch，　Socio－Economic　Structure　［4），　p．　169．
（37）　Prebisch，　Socio　”Economic　Structure　C　4］，　pp．　！69－170．
（38）　Prebisch，　Towards　a　Theory　of　Change　（7），　p．　186．
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　このようなプレビッシュの基本的ニーズ論批判は，ECLAの長年の伝統に
基づくものであり，第2節でみたイグレシァスの分析〔図1〕とも対応して
いる。かつてマネタリストとの問にインフレーションをめぐって論争した場
合と同様，この貧困の克服をめぐる論争においても，ECLAとプレビッシュ
の立場は，周辺部の全体的な発展の中における貧困の克服なのである。彼
らが「構造主義者」と呼ばれる所以もそこにあるといえよう。
】V　批判と要約
　以上のプレビッシュの「周辺資本主義批判」論に対しては，論文末尾のリ
ファレンスに挙げたとおり，CEPAL　Revierdiにおいて既に10本のコメント
が寄せられている。しかし，論文完結から日が浅いこともあって，筆者の見
る限り，これ以外のコメントは，いまのところ現われていないようである。
　CEPAL　Reviewに掲載されたコメントのうちでは，　F．ファインッィル
バーのそれ〔21a〕が，もっとも体系的であるが，ここでは，彼のコメント
もふまえて，筆者の批判を展開したい。
　第．1に気がつくことは，この理論が，過去の「プレビッシューシンガーテ
ーゼ」の基礎になっていた50年代の理論（本稿第1節）とはまったく異った，
極めて斬新な装いのもとに展開されているということである。しばしば，従
属理論は，50～60年代のECLAの（輸入代替政策的）開発理論の行き詰り
の中から，それを超克するものとして発生し発展してきたといわれるが，プ
レビッシュの新しい理論は，逆に，70年代のラテンアメリカの現実（第II節
で「発展なき成長」とよんだもの）を直視し，他方で従属理論の成果を吸収
しながらそれに吸収されることなく構築されたものであって，プレビッシュ
の苦闘のあとがよく窺える。「対外的制約」から「内部矛盾」への視座の転換，
輸出財の性質による分割から技術革新の創造性と模倣性による分割への，中
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心部一周海部関係の分析の「視座」の変化，「余剰」概念の導入と「特権的消
費社会」論など，幾つもの思想的オリジナリティがみられることは，既に前
節においてみたとおりである。
　この理論を一層洗練すれば，ラテンアメリカ従属理論の最大の成果ともい
うべき，カルドーゾーファレットの『ラテンアメリカの従属と発展』に匹敵
するだけでなく，バランの『成長め政治経済学』やアミンの『周辺資本主義
構成体論』に迫り，のりこえる理論が期待できよう。
　第2に，しかしながら，プレビッシュの「周辺資本主義批判」論には，ま
だ彫琢を加える部分が多く残されている。そのひとつは，このミ理言急が，
実は純粋に分析的な理論の部分とプレビッシュ・自身の政治思想（イデオロギ
ー）との未分化な混在に終っていることである。第皿節1～3項が明快な理
論分析であるのに対して，4，5項は彼自身のイデオロギーの表白か，せい
ぜい未熟な理論に過ぎない。たしかに，「社会主義と自由主義の統合」にせよ，
従属理論批判，基本的ニーズ論批判，軍事政権批判にせよ，プレビッシュ自
身のイデオロギーがこれほどはっきりと表明された論文は稀であり，その意
味で第4論文「変革の理論を求めて」は，思想史的な価値は高いであろう。
しかし，同時に，そこに提出された「余剰の社会化」論は，理論的には曖昧
なところが多いといわなければならない。
　そこで第3に，この「余剰の社会化」「余剰の社会的使用」概念を中心に，
問題点を摘出してみよう。
　第III節第5項でみたとおり，余剰の社会化（社会的使用）とは，国家（具
体的には政府）が，革新技術の導入を媒介として発生した余剰を、市場機構
を有効に活用しながら（つまり財と生産要素に関する需給法則を尊：重しなが
ら），資本蓄積に転化するということである。余剰の社会的使用は，現状の特
権的消費社会における余剰の浪費に比べて，資本蓄積のテンポを高めるから，
中間層，下層階層に雇用の機会を拡大し，それによって所得分配も改善し，
社会の動態化（経済成長）も促進する，というのが，プレビッシュによる議
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論である。
　第1の疑問は余剰を社会化する方法である。プレビッシュは生産手段の所
有を国有に移すことを嫌うから，余剰を社会化する：方法としては，所得（と
資産）に対する累進税制度による国家への上層階層の所得の吸収か，或は所
有権を存続させたままの経営権の国家移管（国営企業）ぐらいが考えられる
方法である。前者はまだしも，後者については，たとえ「体制の危機と体制
の経済的歪み，社会的分裂が出現するに至」っても，上層階層が「体制の動
態的な機構のコントロールを国家に委譲せしめるかもしれない」というプレ
ビッシュの予測は，明らかに楽観的すぎるといわない。
　特に，余剰の発生源が国内企業ではなく外資系の多国籍企業である場合に
は，経営権の国家移管は大きな抵抗をともなわざるを得ないであろう。しか
し，前者についても，累進課税制度やその他の財政金融政策で余剰を社会化
するには，やはり限界があることは明らかであろう。余剰の社会化に関して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，プレビッシュの消極的な，所有の再編成（土地改革，企業所有権の分割
など）が不可避であろう。この点について，プレビッシュの言明は残念なが
ら聞かれない。
　第2の疑問は，社会化された余剰を蓄積に投資する際の，経営主体の問題
である。第III節5項で指摘したとお・り，新たな体制における経営主体は，中
間層・下層の利害代弁者であって，かつ革新技術と経済政策に関して，深い
専門知識をもつ者でなければならない。こうしたテクノクラート集団をどこ
に見つけるのか，如何に組織するのか，明確になっていない。
　この問題は次の第3の疑問と係わりをもっている。それは余剰を社会化し
たのちに，国家が如何なる開発政策を推進するのかということである。従来
の主張からみて，プレビッシュが工業化に執着することは予想される（例え
ば基本的ニーズ論者の農村開発論批判をみよ）。しかし，工業化の具体的内容
一産業政策，輸出政策の重点，農業とのバランスなど一は，この「周辺
資本主義」批判の中でも，まったく触れられていないのである。
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　余剰の社会化は資本蓄積の促進の必要条件ではあっても，十分条件ではな
い。工業化政策の内容の具体的な提示が必要であろう。
　第4に，余剰の発生そのものにも疑問が残る。プレビッシュは，中心部の革
新技術の導入が労働生産性を上昇させ，そこから余剰の発生が自動的にひき
だされるかの如く単純に割り切っているが，彼自身もいうとおり，革新技術
は本来周辺部の社会環境には不適合なものであって，それを不問にしたまま，
上記のような形の余剰の発生を議論の基底に据えるのは，論理矛盾である。
むしろ，周辺部の社会環境に適合的な技術の選択の中から余剰が発生するよ
うな理論的枠組みを展開した方が，実践的であろうと思われる。
　これは実は，ファインツィルバー〔2！a〕の指摘するところであるが，余剰
の社会化が実現したとして，その後に選択される技術は依然として中心部で
創造された革新技術なのかどうかという問題ともかさなる問題をもっている。
この点の吟味も残されているといえよう。
要論　プレビッシュテ一流
　周辺部の輸出品（第1次産品）と中心部のそれ（工業製品）の需要の所得
弾性値の相違がもたらす周辺部の不利益について，筆者は以前に指摘する機
　　　　　（1）
会があった。ここにそれを再録しておきたい。
　いま中心部と周辺部の2地域から構成される世界モデルを想定し，次のよ
うな仮定をおく。
（1）いま，中心部と周辺部を，それぞれひとつずつの国で代表させ，中心
　　部の変数には※主なしで，周辺部の変数には※印をつけて区別する。
（1）拙稿「植民地主義の解体はどこまで可能か（工k，岡山大学経済学会雑誌，第10巻第2
　号，1978，208～211ページ。
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　（2）リカードウの世界のように，中心部は工業製品に特化し，周辺部は第
　　1次産品に特化すると仮定する。
（3）為替レートは不変のまま固定されているとし，通貨の変動による影響
　　を無視する。そこで，第1次産品の工業製品にたいする交易条件（相対
　　価格）をPで表わし，それぞれの国の輸入関数を
　　　M＝＝M（1／P，　Y）　（1）
　　　M＊＝M＊（P，　TY”＊）　．　（2）
で表わそう。Y，　Y＊は，中心部，周辺部，各々の実質所得水準である。
　いま輸入の，価格弾力性を各々ep，ε芦，所得弾力性を各々εッ，　e多とおくと
（1×2）式は，それぞれ，成長率のタームで
　　　蕩一・培＋・多　　　　　　（・）
　　　睾一弗＋・湛　　　　　（・）、
と表わせる。つまり輸入の増加率は，交易条件の変化率と所得の成長率との
加重平均に等しい。
　このような2国モデルでは，周辺部の輸出の増加率X＊／X＊は，結局，中
心部の輸入の増加率M／Mに等しい，つまり
　　　睾一舟　　　　　　　　　（・）
であるから，いま簡略化のために，
　　　吾一・，；一・，細江ボ
とかきなお』せば，結局，周辺部の貿易収支の変化率は次のようになる。
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豊一峯一睾十（ep＋・吉）・＋曜一姻 （6）
　この（6）式が，周辺部の経済発展についての「基本方程式」である。通常の
経験的データから，
　　　ep＞O，　ep’＞O，　ey’＞1＞ey＞O
と仮定しておこう。第3の式は，工業製品への輸入需要の所得弾力性は1よ
り大きいが，第1次産品へのそれは1より小さいということを意味している。
　さて，（6）式は，どのような意味をもっているだろうか。
　第／に交易条件が不変に維持されるか，又は，無視してしまうかして，λ
＝0だとしよう。
　この時（6）式は
形1一｛｝一・歩9＊一・y9 （7）
になる。この場合に，周辺部は2っの選択が可能である。すなわち第1に，
中心部と同じ経済成長率を維持していくこと（9＊＝9），あるいは第2に，貿易
収支を悪化させないようにしていくこと（虚＊／M＊＝1＊／X＊）。
　第1の場合には，貿易収支は，
藩一｛｝一（ey’一ey）g〉・
によって必然的に，毎期毎期悪化する。
　第2の場合には，周辺部の成長率は
g＊　　　ey－9一＝『i「ぐ1
によって，毎期毎期中心部のそれに遅れることになる。この問題は，人口1
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人当りの成長率について考えると，なお一層深刻である。なぜなら，通常周
辺部の入口増加率n＊は中心地域のそれnより大きいから，1人当り成長率
y，y＊によって考えると，
　　　y－y’＝（g－n）　一（g＊　一n’）　＝＝　（g　一g’）一（n　一n＊）
となって，人口増加率の差だけ，その乖離が大きくなるからである。
　次に第2に，交易条件は不変ではないとして，その変動を考慮にいれて，
逆に周辺部が中心部と同じ成長率を維持する政策をとった（g＊＝＝・9）としよ
う。
　この時（6）式は
　　　　　　　藩一＄一（e。＋θ渉〉・＋（・歩一e．）、　　（・）
になる。（8）式右辺の第2項は仮定によって正であるから，結局この式は次の
ことを意味している。つまり，周辺部が貿易収支を均衡させることができる
　（M＊／M＊＝X＊／X＊）のは，交易条件が
　　　　・一一A認・＜・
の率で年々悪化する場合に限るということ，Zれである。．
　ここまでみてくれば，（6）式の意味は，完全に明’らかになる。すなわち（6）式
は，周辺部にとって
　（a）中心部より低い経済成長率で甘んじるか（g＊＜g），
　（bl）年々の交易条件の悪化に甘んじるか（λ〈0），
　または（c）貿易収支の年々の赤字を容認するかIM＊／M＊＞X＊／X＊），
この3つの選択肢の1っもしくは2っ，ある絶望的な局面ではその3つとも
選ばなければならないという，』「周辺部の経済発展のトリレンマ」を意味して
いるのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
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